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第 1 章 はじめに 

 本章ではまず、研究の背景となる、我が国企業におけるイノベーション・マネジメント

の課題について概観し、その課題に取り組む「両利きの経営」の定義に関する問題意識を

明らかにする。さらに、両利きの経営を推進する経営管理者に対し、管理会計がどのよう

に貢献できるのかという二つ目の問題意識を提示したうえで、研究課題を設定する。最後

に本論文の構成について記述する。 

 

1.1 研究の背景と問題意識 

イノベーションの重要性が指摘されて久しい。特に「日本経済の長期的な停滞は、イノ

ベーション不足に起因している」という見解は、枚挙に暇がない。 

Schumpeter（1926）は、イノベーションを「産業生活や商業生活に現れる非連続的な
．．．．．

変化
．．

」（Schumpeter 1926, 180）としたうえで、その「遂行および経営体へ具体化したも

のが企業である」（Schumpeter 1926, 198-199）と述べている。かつて世界経済を牽引し

た我が国企業が非連続的な変化
．．．．．．．

を生み出せず、長年にわたって停滞し続けているというこ

とを多くの論者が指摘してきたことは、公知の事実である。「不確実性の時代を生き抜くた

めにはイノベーションが不可欠である」という普遍的な見方がある一方で、Christensen

（1997）や Govindarajan and Trimble（2005）は、「社会構造から考えると、日本のよう

な国にこそイノベーションが必要である」と述べている1。 

では、我が国企業におけるイノベーション不足の原因とは何なのであろうか。このこと

を考えるにあたり、必ずしも非連続的
．．．．

で革新的なイノベーションばかりではなく、連続的
．．．

で漸進的なイノベーションも存在することは、認識しておく必要がある（大槻 2008; 原・

宮尾 2017; Davila et al. 2006）2。なぜなら、それは日本企業が得意とする領域で、自動

車メーカーや家電メーカーをはじめ、日本の製造業が世界を席捲してきた強力な武器のひ

                                                   
1 Christensen（1997）は、技術者の雇用の流動性と起業に対する金融システムのあり方

から、Govindarajan and Trimble（2005）は、経済の活力に対する大企業の相対的影響力

の大きさから、それぞれ指摘している。 
2 イノベーションは、革新的か漸進的かという区分以外にも、変化をもたらす対象による

プロダクト・イノベーションかプロセス・イノベーションかという区分や、顧客との関係

による持続的イノベーションか破壊的イノベーションかという区分、そして組織能力への

影響度合いによる能力破壊型イノベーションか能力発展型イノベーションかというような

区分があるとされている（大槻 2008; 原・宮尾 2017; Gatignon et al. 2002）。 
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とつと考えられており、革新的なイノベーションとは別物として評価されてきたからであ

る（三品 2011）。製品改良や品質改善、JIT、原価企画等の漸進的なイノベーションは、

今でも日本的経営管理手法3として研究の対象となっている（藤本 2017; 吉田ほか 2012）。

イノベーションの創出を理解するうえで、社会的な背景（制度、歴史、文化等）が重要に

なる（一橋大学イノベーション研究センター 2017）という指摘のとおり、我が国なりの

バックグラウンドを前提に、イノベーション不足の問題は検討されなくてはならない。 

山口（2016）では、既知派（「知の具現化」を担う生産・開発部門の技術者を指す）と

未知派（「知の創造」を担う研究部門の科学者・技術者を指す）という表現を用い、企業が

選択と集中を志向すると、既知派が会社の空気を支配し始め、やがてそのパラダイムから

脱却できなくなるとしている（山口 2016, 40-41）。そしてこのことが日本企業の根本的な

問題として存在しており、我が国におけるイノベーション停滞の主要因のひとつになって

いると指摘している。つまり、知の具現化にあたる漸進的イノベーションに引っ張られ、

知の創造にあたる革新的イノベーションへの注力が疎かになるという、イノベーション・

マネジメントに問題があると考えられている。そしてさらに続けて、知の具現化と知の創

造の連鎖的営みこそがイノベーションの本質であると述べている（山口 2016, 106）。まさ

にこのことは、日本企業のみならず、国を挙げて注力していくべき重要なテーマとなって

いる（内閣府 2017）。 

この「知の具現化と知の創造の連鎖的営み」は「両利きの経営」とも呼ばれており、戦

略や新製品開発といった領域をはじめとして、近年注目が集まっている（入山 2015; 

O’Reilly and Tushman 2013）。また後述するとおり、両利き経営に関する研究では、「知

の具現化」は「知の活用」（＝Exploitation）、「知の創造」は「知の探索」（＝Exploration）

と呼ばれることが多いため、本論文でもそのように読み替えることとする4。それに合わせ

て漸進的イノベーション（Incremental innovation）のことを「活用型イノベーション」、

革新的イノベーション（Radical innovation）のことを「探索型イノベーション」と表現

し、両方同時に実現することを「両利きのイノベーション」と呼ぶこととする。 

両利きの経営は、イノベーション・マネジメントに深く関係するわけであるが、元来、

                                                   
3 吉田ほか（2012）では、「日本的」の意味について、日本の先進的企業実践に由来する

ものや、組織コンテクストとしての日本的経営との密接な関係における実践を表すものと

している。 
4 両利きのことを「二刀流」、知の活用のことを「知の深化」と呼ぶ研究もあるが、本論文

では「両利き」と、知の「活用」、知の「探索」で統一する。 
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イノベーションとは継続的かつ体系的なプロセスであり、管理可能とされてきた（例えば、

Davila et al. 2006; McGrath 2013）。そして、イノベーションを結果論や目先の成功に囚

われるのではなく、中長期的な観点から捉えようとするイノベーション・マネジメントは、

環境の不確実性が高まる中、その重要性がますます認識されるようになっている（Davila 

2000; Rockness and Shields 1984; Roussel et al. 1991; 福澤・小川 2009）。 

イノベーション・マネジメントについては、リソース配分や優先順位等を巡って、効率

性と、創造性や柔軟性（フレキシビリティ）といった要素をどのようにバランスさせるの

か、トレード・オフを如何に解消するのか、テンションをどうマネジメントしていくのか、

という組織的課題が指摘されてきた（Abernethy and Brownell 1997; Abernethy and 

Lillis 1995; Adler and Borys 1996; Amabile 1998; Brown and Eisenhardt 1995; 

Cardinal et al. 2004; Davila 2000; Davila et al. 2006; Jørgensen and Messner 2009）。

また、そもそも組織はイノベーションがもたらす異質なものを受け入れることや、それに

付随する不確実性（リスク）を回避する性向を持ち合わせている（Christensen 1997; 

Gilbert 2005; Levinthal and March 1993; Levitt and March 1988; March 1991; Otley 

1994）が、こうした性向を放置すると将来に向けたイノベーションが停滞し、既存事業に

のみ集中するコンピテンシー・トラップと呼ばれる状況に陥るとされている（Levitt and 

March 1988）。Levinthal and March（1993）によると、「知の探索は結果を求めて失敗

を繰り返す（失敗のワナ
．．．．．

に陥る）可能性が高い一方、活用は早期に結果が出るので同じこ

とを繰り返す（成功
．．

のワナ
．．．

に陥る）傾向がある」（Levinthal and March 1993, 105-106）。

つまり、組織は効率性の追求に偏ってしまうという特徴を生来持ち合わせており、それが

イノベーション・マネジメントにおいて組織が克服すべき根本的な問題となっている。 

では、こうした組織的な課題に取り組む「両利きの経営」に関して、どのようなことが

明らかになっているのであろうか。効率とイノベーションという、対立する二つの事象に

ついてはじめて「両利き（Ambidexterity）」という表現を用いたのは Duncan（1976）と

される。組織能力や組織学習の観点からその概念を発展させた March（1991）は、「知の

活用（Exploitation）」と「知の探索（Exploration）」と表しており5、この両者をバラン

                                                   
5 先行研究によっては、Exploitation（活用）の同義語として、Alignment や

Variance-reduction、Search-depth、Refinement、Evolutionary-change、Seizing 等と

表現されることがある。それに対応して、Exploration（探索）の同義語は Adaptability

や Variance-increase、Search-scope、Experimentation、Revolutionary-change、Sensing

等と表現されている。 
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スよく進めていくことが両利きの経営である（入山 2015）とされているが、ここでひと

つの疑問が生じる。「両者をバランスよく進めていく」というのは、両者の適切なバランス

を達成・維持することを指すのか、それとも両者の高いレベルでの組み合わせを含んでい

るのかということである（Cao et al. 2009; Gupta et al. 2006; He and Wong 2004; Junni 

et al. 2013）。近年の定量的な両利き経営研究をみると、この点についての考え方は一定し

ておらず、「両利きであること」を定義する変数の設定も様々である（Junni et al. 2013）。 

しかし、そもそもこういった議論は Duncan（1976）や March（1991）が示した両利

き経営の概念に沿ったものなのであろうか。Duncan（1976）や March（1991）は、組織

論あるいは組織能力といった面から両利きの経営について論じており、必ずしも知の活用

や探索にどれだけ注力しているかということで測定しようとしているわけではない。にも

かかわらず、このような観点を踏まえたうえで検討している実証研究は非常に少ない。今

後、両利きの経営に関する研究が蓄積されていくことを考えると、これら初期の研究を再

訪し、その定義を改めて確認、検証しておく必要があるのではなかろうか。そのようなプ

ロセスを踏まえることで、より適切に「両利きであること」を測定し、より正確に他の様々

な要因との関係性を論じることができるようになるのではないか。このように、原点に立

ち戻って両利きの経営を再考するということが、本研究におけるひとつ目の問題意識とな

っている。 

一方、両利きの経営を実践し、組織的課題の解決に取り組むということは、最終的には

活用型イノベーションや探索型イノベーションに如何にして繋げていくのかという、経営

管理上認識すべき問題であるともいえる。とすれば、両利きの経営に対して（経営管理者

に対して）管理会計やマネジメント・コントロール6は、どのような役割を果たしてきたの

であろうか。そして、これからどのような役割や貢献が期待できるのであろうか。これが、

本研究における二つ目の問題意識である。 

イノベーション・マネジメントを直接のテーマとする管理会計研究は少なく（大槻 

2008）、またマネジメント・コントロールとの関連についても研究途上にある（横田 2011）

とされているが、イノベーションに関しては、例えば、伝統的な予算管理は安定した環境

下における “Command & Control” を前提としており（廣本 2004; Hope and Fraser 

                                                   
6 マネジメント・コントロールの概念には管理会計技法も包含されている（横田ほか 2016）

が、マネジメント・コントロールそのものが管理会計研究領域の一分野として議論される

ことが多いため、本研究では広義の管理会計にマネジメント・コントロールの概念が含ま

れるものとして表現している。 
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2003）、不確実性の高い環境下では有用でない（廣本 2004; Davila 2000）ということが

指摘されてきた。また、製品差別化戦略における業績評価のための予算目標は、強調しな

い方が効果的である（Govindarajan 1988; Van der Stede 2000）というようなことも主張

されている。しかし、これらの見解は革新的なイノベーション、すなわち探索型イノベー

ションにフォーカスしており、活用型イノベーションはあまり意識されていない。一方で、

Govindarajan（1988）が、コスト・リーダーシップ戦略においては予算目標を強調した

方が効果的であるとしているのは、活用型イノベーションの方を指していると考えられる。 

このように、活用型イノベーションと探索型イノベーションの各領域においては、それ

ぞれ管理会計との関係性が検討されているものの、これらを同時に実現する両利きのイノ

ベーションとの関係については、研究蓄積が豊富にあるとはいえない。したがって、先行

研究を整理したうえで、両利きの経営と管理会計やマネジメント・コントロールとの関係

性を実証することは、この領域における研究蓄積に寄与するだけでなく、実務的な貢献に

も繋がっていく可能性を秘めているということができよう。 

 

 

1.2 研究課題 

前節では、本研究の背景について述べるとともに二つの問題意識を挙げた。問題意識の

ひとつ目は「両利きの経営に関する近年の定量的研究は、初期の研究で示された概念に沿

って定義されていないのではないか」ということであり、二つ目は「両利きの経営に対し

て管理会計は貢献するのか」ということであった。これらを受けて、本節では次のとおり

研究課題を設定する。 

 

① 両利きであることの定義を再検討する 

② 質問票調査によって、管理会計が両利きの経営をサポートするのか否かを明らかに

する 

 

上記①は、両利き経営のプロセスに関わる管理会計やマネジメント･コントロールの研究

において、前提とすべき状況を整理しようというものである。先行研究のレビューを通じ、

初期の研究で示された概念のうち、近年の多くの研究が見逃している要素を明らかにし、
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初期の概念に沿って「両利きであること」を測定する方法を検討する。 

②は、①を受けて、両利きの経営に対して管理会計やマネジメント･コントロールがどの

ような貢献を果たすのかを検証しようというものである。具体的にいうと、両利きであれ

ば組織業績は高まるのか、そしてその関係性は、管理会計やマネジメント･コントロールに

よって強化・促進されるのか、といったことを定量的に検討する。ここで問題になるのが、

何をもって組織業績とするのかということである。結論を先取りして述べると、それは両

利きのイノベーションの実現度ということになる。つまり、両利きの組織に求められる要

件を満たせば、活用型イノベーションと探索型イノベーションの両方を実現できるのか、

その関係性を管理会計がサポートするのか、というリサーチ・クエッションを実証するこ

とが、本研究の基本テーマとなる。このような実証研究はこれまで存在しておらず、また

理論的にも豊富な先行研究の蓄積があるわけではない。したがって、本研究自体が探索的
．．．

にならざるを得ず、このリサーチ・クエッションを実証することもチャレンジングなもの

となろう。 

 

 

1.3 本論文の構成 

 本節では、この後の議論、すなわち本論文の構成について述べる。 

 続く第 2 章では、両利きの経営に関する先行研究をレビューする。本章の第 1 節でも少

し触れたが、「両利きであること」について、近年の研究と初期の研究との間にどのような

違いがあるのかを考察する。そのうえで、「両利きであること」はどのように定義できるの

か、どのような定義が適しているのかということを検討する。さらに、イノベーション・

マネジメントの領域で、管理会計やマネジメント・コントロールがどのような貢献を果た

してきたのかについても先行研究から考察する。第 3 章では、前章までの議論を踏まえて

仮説を導出し、全体をチャート化して提示する。第 4 章では、質問票調査の概要と測定尺

度について触れた後、設定する変数と分析方法について記述する。第 5 章では、仮説検証

の結果と追加分析の結果をそれぞれ提示し、最終の第 6 章で本研究の結論について述べる。 
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第 2 章 先行研究 

2.1 両利きの経営に関する近年の研究 

 両利き経営の研究は、歴史的には理論研究やケース・スタディが中心であったが、近年

は大規模サンプルによるサーベイで経時的な変化を捉えようとする試みもなされている。

そういった定量的な研究の中で、相対的に数多く引用されているものをみると、その構成

要素である「知の活用」と「知の探索」の概念は、図表 1 のように検討されている。文字

どおり「知」の活用や探索という言葉に該当する概念を用いているのは Katila and Ahuja

（2002）だけであるが、その他のうち、He and Wong（2004）以降（図表 1 では He and 

Wong 2004 から上）は、日常の事業運営における既存製品やサービスに関わる活動と、新

製品、新サービスに関わる活動によって、活用と探索の概念がそれぞれ構成されている。

先述のとおり、イノベーションのマネジメントでは、既存ビジネスの効率性と、新規ビジ

ネスを生み出すための創造性や柔軟性が課題になるので、近年の先行研究の多くがこのよ

うに活用と探索を区分していることは、基本的な概念として整合的であるといえる。He 

and Wong（2004）より前の研究では、Gibson and Birkinshaw（2004）が組織コンテク

スト（組織マネジメントに関わる要件）からのアプローチを志向していることが特徴的で

ある。 

図表 1 に挙げた先行研究の中でも、両利きの経営をどのように定義するのかということ

については一定していない。活用と探索の両変数を用いてはいるが、そのいずれもが高い

場合を両利きとする研究（Bedford 2015）や、両者の差（の絶対値）が小さい場合を両利

きとする研究（Cao et al. 2009; He and Wong 2004）、両者を乗じた値が大きい場合を両

利きとする研究（Cao et al. 2009; Jansen et al. 2008, 2009）、そして両者の交互効果があ

る場合を両利きとする研究（Gibson and Birkinshaw 2004; Katila and Ahuja 2002）等が

あり、それぞれ異なっている7。したがって、両者の「バランス」が何を指すのかは一義的

に定まっていないといえる（Junni et al. 2013）。 

 両利き経営の成果として、売上成長、収益性、イノベーション等が、主観的評価や客観

データを用いて検討されているが、これら財務・非財務の成果指標と両利きの経営との有

                                                   
7 Cao et al.（2009）では、両利きをバランス型と統合型とに区分し、その両方についての

検証を行っている。 
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意な関係性は、様々な研究で実証されている（Junni et al. 2013; O’Reilly and Tushman 

2013; Turner et al. 2013）。また、対象とする組織階層は、企業レベルからビジネス・ユ

ニット・レベル、プロジェクト・レベル、個人レベルに至るまで様々で、異なる産業分野

が対象となっている。したがって、不確実な環境下において「両利きの経営は、企業業績

（財務・非財務）に貢献する」という一般化された命題の頑健性は、高いといえるのかも

知れない。 

 以上のことから、知の活用と探索の「両者」が何を指すのかについては見解が収斂しつ

つあるものの、両者の「バランス」については前提によって様々な解釈が混在しており、

何をもって両利きの経営というのかは判然としないところがある。「活用型か探索型か」と

いう分類による議論ではなく、「両利きの経営」を議論するには、「両者」の変数操作とは

異なる新たな観点が必要となろう。両者の変数操作によって両利きの経営を定義すると、

例えば一定の期間の中で活用と探索をバランスさせているケースや、活用と探索の活動が

同じレベルではないが（組織の状況なりに）均衡しているようなケースは、両利きでない

と認識されてしまう可能性もある。 

 管理会計研究やマネジメント・コントロール研究は、これまで活用（既存事業の効率化

や改善）と探索（新製品・サービスの創出）の各領域に対して様々な知見を提供してきた

が、両利きの経営に対して有用な知見を提供するには、その前提となる「両者のバランス」

が何なのかを明らかにしなくてはならない。Duncan（1976）や March（1991）といった

初期の研究を再訪し、彼らが示した概念に沿って再度検討することが必要ではなかろうか。 
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図表 1 先行研究における「知の活用」と「知の探索」の概念 

 

（出所）筆者作成 

※次頁へ続く 

  

表現・尺度 活用の因子 探索の因子 

Bedford（2015） 

 Exploitation 
 Exploration 
 

リッカート・スケール（7 点） 

重要性（競合との相対比較） 

 既存製品／サービスの品質改善 

 既存製品／サービスに対する頻繁

で追加的な変更 

 既存製品／サービス市場における

規模の経済性向上 

 既存製品／サービスの供給効率改

善 

 新製品／サービスの上市が市場最

速であること 

 新世代の製品／サービスに繋がる

能力の開発 

 新製品／サービスの実験 

 新製品／サービスの新市場開拓 

Ylinen & Gullkvist（2014） 

 Exploitative Innovation 
 Explorative Innovation 
 

ダミー / 適合度（主観） 

 生産のマイナーチェンジ 

 既存実務からの脱却（reverse） 

 製品／サービスの根本的な変更 

 組織のプロセスや活動の抜本的な

見直し 

 既存実務からの脱却 

Jansen et al.（2009） 

Jansen et al.（2008） 

Jansen et al.（2006） 

 Exploitative Innovation 
 Explorative Innovation 
 

リッカート・スケール（7 点） 

適合度（主観） 

 

 既存製品／サービスに対する定期

的な変更 

 製品／サービスの供給効率改善 

 既存製品／サービス市場における

規模の経済性向上 

 既存製品／サービスの改善版の導

入 

 既存製品／サービスの頻繁な供給

調整 

 既存顧客へのサービス拡大 

 新製品／サービスの上市 

 ローカルマーケットにおける新製品／

サービスの実験 

 新市場における新たな機会の頻繁

な利用 

 既存製品／サービスを超える要求

の受け入れ 

 新製品／サービスの考案 

 新チャネルの定期的な利用 

Cao et al.（2009） 

He & Wong（2004） 

 Exploitation 
 Exploration 
 

リッカート・スケール（7/8 点） 

適合度（主観） 

 既存製品／サービスの品質改善 

 生産の柔軟性改善 

 生産コストの削減 

 収益の改善・原材料消費の低減 

 新製品／サービスの上市 

 新市場の開拓 

 新たな技術分野への進出 

 製品の幅の拡大 

Gibson 

& Birkinshaw（2004） 

 Alignment 
 Adaptation 
 

リッカート・スケール（7 点） 

適合度（主観） 

 組織目標達成に向けたマネジメント

システムの一貫性 

 資源の無駄遣いに繋がるマネジメン

トシステム（reverse） 

 マネジメントシステムのせいでよく行

き違いがある（reverse） 

 古い伝統や因習への挑戦を促すマ

ネジメントシステム 

 市場の変化に素早く対応する柔軟

なマネジメントシステム 



 
 

 

10 

 

図表 1 先行研究における「知の活用」と「知の探索」の概念 

 

（出所）筆者作成 

  

                                                   
8 McGrath（2001）は、“Deftness”と並んで“Comprehension”という変数も用いてい

るが、知識の有無を中心とした概念になっているため、“Deftness”の方が活用の因子に

より近いと考えられる。 

表現・尺度 活用の因子 探索の因子 

Katila & Ahuja（2002） 

 Search Depth 
 Search Scope 
 

実績値 / 件数（客観） 

 過去 5 年間に 1 つのパテントが繰り

返し引用されている率 

 過去 5 年間に新たなパテントが引

用されている率 

McGrath（2001） 

 Deftness*8 
 Exploration 
 

リッカート・スケール（5 点） 

適合度（主観） 

 隠されたアジェンダの数 

 必要な情報の手に入れ易さ 

 すべきことを理解している人数 

 すべきことをするのに相互依存でき

る人数 

 周囲にとって重要な情報が何かを

分かっている人数 

 重要な情報を共有する頻度 

 重要な情報が歪む頻度 

 新人が受け入れられる難しさ 

 メンバー間の相互理解 

 意思決定に際して相互依存できる

人数 

 キーとなるスキルの充足度 

 メンバー間の議論を好む程度 

 意思決定に対する納得度 

 貢献に関するフィードバックの度合い 

 メンバーが個人的な興味を追求す

る程度 

 他者の貢献をオープンにフィードバッ

クされる機会 

 製品／サービスの新しさ 

 市場や顧客の新しさ 

 応えるべき顧客ニーズの新しさ 

 支払う対象の新しさ 

 ノウハウの新しさ 

 直面する競争の新しさ 

 製品チャネルの新しさ 

 人員構成の新しさ 

 使用者の新しさ 

 システムの新しさ 

 スキルの新しさ 

 技術の新しさ 
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2.2 両利きの経営に関する初期の研究 

前節では、「知の活用」と「知の探索」の概念を用いて両利き経営を定義する先行研究の

事例を検討したが、Lavie et al.（2010）は、両利きの程度は活用と探索を別々に測定する

のではなくひとつの変数で測定すべきであり、また活用と探索のバランスは普遍的に一定

というわけではないと指摘している。つまり、活用と探索を別々の尺度で測定し、それら

を合成して両利きの程度として検討することや、両者のバランスを一義的に設定すること

に対して疑問を呈している。このような見解は、初期の両利き経営研究に通じるところが

ある。そこで本節では、Duncan（1976）と March（1991）を再訪し、彼らの示した両利

きの定義を確認する。 

Duncan（1976）は、対立するイノベーションと効率という二つの事象を調整するには、

企業戦略に合わせて組織構造を変更していくことが必要と述べている。具体的には図表 2

に示すとおり、組織構造を切り替えていくことで時系列的に両利きを実現していくこと

（Sequential Ambidexterity）ができるとしている。ただし、その場合には対立する二つ

の活動を行き来することに長けた機敏な組織であること、すなわち経路依存的な組織の性

質をうまくマネジメントできることが前提となる（Lavie et al. 2010）。そして Duncan

（1976）は、イノベーションの導入（探索）期と実現（活用）期の特性に着目し、組織論

の観点から両利きのコンフリクト・マネジメントに必要な四つの要素を挙げている。事実

に基づく対立関係の解消、効果的な人間関係、（導入期から実現期に至る）組織構造の移行

ルール、そして（導入期、実現期それぞれの）組織構造の制度化である。これらの要素に

よってコンフリクトを解消し、両利きの組織を実現するとしている。 

 

図表 2 組織構造の切り替えによる両利き 

 

 

（出所）筆者作成 

 

 

 

 

時間軸 

活用型組織 探索型組織 活用型組織 
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一方の March（1991）は、Duncan（1976）がいうように、時系列で活用と探索に取り

組むのではなく同時並行で行うことを前提としており、活用と探索の間にはリソース配分

を巡る組織としての明示的な、または暗示的な選択があるとしている。明示的な選択は、

投資配分や競争戦略の意思決定等にみられ、暗示的な選択は、組織形態や習慣、手続き、

ルール、インセンティブ・システム等に埋め込まれているという。したがって活用と探索

の程度をそれぞれ測定するということは、明示的な選択を変数化することと同義といえる。 

図表 1 にある先行研究の多くは、March（1991）のいう明示的な選択にフォーカスし、

その結果である変数を操作化することで両利きを定義しているが、暗示的な選択について

は検討されていない。しかし、March（1991）が長期的な組織学習を前提にしていること

や、Duncan（1976）のいう組織構造の切り替えによる時系列的な両利きの継続を考える

と、活用と探索がバランスした両利きの組織を定義するには、むしろ暗示的な選択を重視

する必要があるのではなかろうか。つまり、Duncan（1976）と March（1991）とでは、

両利きへの取り組みが時系列なのか同時並行なのかという前提の違いこそあるものの、い

ずれも両利きの概念的な定義として一時点における活用と探索の組み合わせというよりは、

活用と探索の各活動をマネジメントするための組織的な要件、すなわち両利きを継続する

ための組織的な基盤の有無を重要視していると考えられる。そうした組織基盤を備えてい

ることこそが、活用と探索両者のバランスに相当するといえるのではないか。 

 

 

2.3 両利き経営への組織的アプローチ 

前二節では、両利き経営の定義に関する近年の研究と初期の研究との違いを検討した。

続く本節では、初期の研究で定義されている組織的な要件や、組織的な基盤といった点に

ついて、より深く考察を進めていく。 

 

2.3.1 両利き経営を継続する組織的基盤 

両利きを継続する組織的な基盤として、「変化の激しい市場環境で、組織の慣性や経路依

存的体質を克服する能力」（Ambrosini and Bowman 2009; Harreld et al. 2007; Teece et 

al. 1997; Wang and Ahmed 2007; Winter 2003）とされるダイナミック・ケイパビリティ

が提唱されている。「ダイナミック・ケイパビリティの存在は優れた業績によって認められ、
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優れた業績はダイナミック・ケイパビリティによってもたらされる」とトートロジー的に

も表現されるが、それは一般的にいわれる組織能力やオペレーション能力とは次元の異な

るもの（Winter 2003）とされている。ダイナミック・ケイパビリティはより高次の活動

と関係していることから、Ambrosini and Bowman（2009）や Eisenhardt and Martin

（2000）、Gilbert（2005）は、ダイナミック・ケイパビリティの発揮には組織のリーダー

シップが深く関わると指摘している。 

Teece（2007）は、ダイナミック・ケイパビリティを三つのカテゴリーに分類し、それ

ぞれ Sensing（機会と脅威の認識）、Seizing（機会や脅威に対応するための資源活用）、

Reconfiguring（有形・無形資産の継続的リニューアル）と表現した。Birkinshaw et al.

（2016）はこの分類を発展させ、Sensing と Seizing を Lower-Order Capability、

Reconfiguring を Higher-Order Capability として、前者が典型的にフロントラインで開

発、実践されるのに対し、後者はトップ・エグゼクティブが前者のコーディネートやバラ

ンス維持のために開発、実践するとしている。また、Higher-Order Capability は両利き

の実践に大きな役割を果たすとも指摘していることから、Teece（2007）のいう

Reconfiguring が、両利き経営を実践するための組織能力と考えられている。Birkinshaw 

et al.（2016）と同様の立場をとる O’Reilly and Tushman（2008）は、両利き経営を推進

するダイナミック・ケイパビリティ9について次のように提示している。 

 

① 探索と活用いずれもの重要性を認識させる説得力のある戦略意図があること 

② 探索と活用の両方に取り組むという共通のビジョンや価値観を明確にすること 

③ シニア・チームに戦略についてのコンセンサスや、それに関わる継続的なコミュニ

ケーション、そして共通のインセンティブ・システムがあること 

④ 探索と活用いずれもの活動を支えるために、組織的な取り組み（ビジネス・モデル

やコンピテンシー、インセンティブ、定量的指標、文化）がうまく分化・統合され

ていること 

⑤ シニア・リーダーシップが様々な矛盾に耐え、敵対関係が生じても解決できること 

 

                                                   
9 ケイパビリティという表現は、能力のことを指すのが一般的であるが、Eisenhardt and 

Martin（2000）によると、ダイナミック・ケイパビリティは、RBV（Resource-Based View）

の議論と異なり、多くのよく知られたプロセスで構成される。O’Reilly and Tushman（2008）

でも、シニア・マネジメントがとる一連の行動（ルーチン）と捉えている。 
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ダイナミック・ケイパビリティの曖昧さや理論的な混乱が指摘される中（Eisenhardt 

and Martin 2000; Danneels 2016）、Teece（2007）等の先行研究も踏まえたうえで実践的

に示されたこれら五つの要件は、両利き経営の組織運営上必要なリーダーシップに関わる

具体的なものといえる。また、これらは Duncan（1976）のいうコンフリクト・マネジメ

ントに必要な四要素の内容や、March（1991）の暗示的な選択をほぼ網羅している。ただ

し、March（1991）のいう組織形態だけはカバーされていない。 

Jansen et al.（2008, 2009）では、両利きの経営をダイナミック・ケイパビリティの側

面から概念的に捉えるべく、②③⑤を独立変数化して両利きとの関係を定量的に検証し、

両利き経営の研究に新たな視座を提供している。しかし、両利きと各独立変数との直接的

な相関関係が認められる以外に、一貫した検証結果は得られていない10。したがって、

O’Reilly and Tushman（2008）が示した五つのダイナミック・ケイパビリティが両利き

経営の組織要件となり得るのかということは、未だ十分に検証されているわけではない。

残りの①と④に加え、組織形態の視点も採り入れ改めて検証することは、Duncan（1976）

や March（1991）の主張を網羅することにも繋がることから、意義があるといえよう。 

 

2.3.2 両利き経営のモード 

前項では、Duncan（1976）や March（1991）で重要視されている両利きの組織基盤に

ついて考察した。それは、O’Reilly and Tushman（2008）が示す五つのダイナミック・

ケイパビリティに縮約されていたわけであるが、本項ではその中でカバーされていない「組

織形態」について検討する。 

March（1991）がいう暗示的な選択の「組織形態」に相当するものとして、Lavie et al.

（2010）は、両利きの経営には「どのような両利きなのか」（Lavie et al. 2010, 113）と

いうモード（類型）があるとしている。これもまた、活用と探索の組織内部におけるパラ

ドックスの解消に主眼が置かれているわけであるが、Reeves et al.（2015）はより具体的

に、事業環境のダイナミズムの程度（どれだけの頻度で変化するか）と、多様性の度合い

（どれだけ多くの異なる環境に直面しているか）を基軸としたフレームワークを提唱して

                                                   
10 Jansen et al.（2008）では、両利き（探索と活用の合成）と、各要素（本文中②③⑤に

該当）との関係に対して、変革のリーダーシップがモデレートするというモデルを検証し、

Jansen et al.（2009）では、探索と活用の組織的分化と、両利きとの間に各要素（本文中

②③⑤に該当）が媒介するモデルを検証している。 
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いる。すなわちそれは、「分離」、「切り替え」、「自律」、「外部エコシステム」という四つの

組織モード11であり、このフレームワークによって両利き経営の類型を視覚的にも認識す

ることができるようになる（図表 3 参照）。Reeves et al.（2015）は、外部環境に応じた

戦略の実現を念頭に、組織マネジメントの分析的枠組みを提供していることから、Lavie et 

al.（2010）が重要性を指摘する「どのような両利きなのか」ということを捉えるうえでは、

より包括的なアプローチということができよう。また March（1991）も、暗示的選択の組

織形態については特に外部環境との関係を注視すべきとしていることから、このフレーム

ワークは概念的に一致しているといえる。以上のことから、本項では Reeves et al.（2015）

が示した「分離」、「切り替え」、「自律」、「外部エコシステム」という四つのモードを参照

し、両利き経営の実践に関する考察を進めることとする12。 

 

図表 3 両利きの四つのモード 

 

 

（出所）Reeves et al.（2015, 316）に加筆して作成 

 

① 分離 

Reeves et al.（2015）によると、環境の多様性が増した時、両利きの最初の選択肢とな

                                                   
11 図表 3 の左下方（事業環境のダイナミズムの程度も多様性の度合いも低い領域）には「不

変」という分類があるが、これは両利き経営の一類型として扱われていない。 
12 本論文では、両利きのモードのことを組織構造や組織形態、組織類型等と表しているが、

基本的には各先行研究における表現をそのまま用いており、いずれも同義となっている。 
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るのが「分離」である。企業は各サブユニットに最適な戦略アプローチ（活用もしくは探

索）をトップダウンで提供し、それぞれを独立した形で運営する。分離された各ユニット

には、本質的に異なる戦略アプローチを支える独自の経営資源や経営指標、インセンティ

ブ、組織文化が求められる。一方、各ユニットは共通の戦略的意図や統一的な価値観でも

って繋がり、共有資産を双方で有効利用しなくてはならない。したがって、二つの独自組

織を緩やかに連携させるリーダーシップが、このモードを機能させるための前提となる。

（Benner and Tushman 2003; Lavie et al. 2010; O’Reilly and Tushman 2004; Tushman 

et al. 2011）。 

このように組織構造を分離して両利きの経営を実践するモードは、図表 4 にあるとおり、

リソースを所与のものとして、活用と探索との組織的なテンションを解消しようとする「ゼ

ロ・サム型」と、それぞれが補足しあう「垂直型13」とがある（Cao et al. 2009; He and Wong 

2004; Katila and Ahuja 2002）。March（1991）は、リソース配分を巡る組織としての選

択を問題としていることから、前者の方を想定していると考えられる。 

 

図表 4 知の活用と探索の同時追求による両利き 

 

【ゼロ・サム型】     【垂直型】 

活用：X%  探索：100-X%   活用：100%  探索：100 % 

 

 

（出所）筆者作成 

 

                                                   
13 Lavie et al.（2010）ではドメイン分離型と表現し、ゼロ・サム型と区分している。 
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Reeves et al.（2015）では、ロッキード・マーティン社のスカンク・ワークス（爆弾の

大量生産という確立された既存事業とは別の組織で、最新鋭の戦闘機開発を成功させたこ

と）の事例や、タワーズ・ワトソンのケース（収益の柱である年金コンサルティングとは

別に、ヘルスケア・エクスチェンジという医療保険取引への参入を試みたケース）を挙げ

て、両利きの分離モードを説明している。 

 

② 切り替え 

環境の変化は激しいが、その種類が多岐にわたるものではない場合、「切り替え」の手法

が最適である。それは、分離の手法によって人為的に境界線を設けると、組織効率が著し

く損なわれる可能性があることによる。切り替えの手法は、共有資源のプールを利用し、

複数の戦略アプローチを臨機応変に組み替えることや、環境の変化に合わせた経時的なア

プローチの変更（活用から探索への移行、もしくはその反対）といったことを行う（Reeves 

et al. 2015）。これはまさに Duncan（1976）がいう、企業戦略に合わせた組織構造の変更

（図表 2 参照）のことであるが、Gupta et al.（2006）では、「知の活用と探索の行き来

（Cycling between long periods of exploitation and short bursts of exploration）による

断続的な均衡（Punctuated equilibrium）」として、合理的かつ実践的に表現している。

Reeves et al.（2015）では、CRO（Contract Research Organization: 開発業務受託機関）

のクインタイルズ社や、産業用ガラスメーカーのコーニング社等のケースを挙げている。

いずれも切り替えをうまく実行したケースであるが、例えばコーニング社の場合でいうと、

主な収益源の一つである液晶ディスプレー用のガラス価格急落を受け、ゴリラガラスとい

う強度が極めて高く傷つきにくいガラスの開発に注力し、その後のスマートフォン・ブー

ムに乗ってひたすら生産量拡大に邁進したというストーリーが描かれている。そしてその

背景には、営業部門と研究開発部門を常に緊密に連携させ、組織的な一体感をもって切り

替えを進めるという方針が徹底されていた。これはまさに、Gupta et al.（2006）のいう

断続的な均衡（Punctuated equilibrium）に相当するということができよう。 

 

③ 自律 

ダイナミックで多様性に富む環境においては、企業は複数のスタイル（活用と探索）を

同時に展開する必要があり、また適用すべきスタイルも刻々と変化する場合には「自律」

のアプローチが相応しい。具体的には、組織を小さなユニットに分割し、各ユニットが市
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場起点の戦略アプローチを選択することになる。自律のアプローチには高次元の長期的指

標やインセンティブ、エンゲージメントに関するルールが必要で、各ユニットがどのレベ

ルで自律的に運営するのかを事前に定めておかなくてはならない。また、モニタリング・

コストが多大になるとともにユニット間の調整コストも高くつくことから、企業にとって

は非常に困難な選択肢であるといえる。Reeves et al.（2015）では、白物家電メーカーの

ハイアールが自律性の高い 2000 のユニットを作り、それぞれを独立企業のように運営す

ることで成長を加速させた事例を紹介している。 

ルールに基づく自律的な運営という点で、このモードはアメーバ経営に通じるところが

あるが、Gibson and Birkinshaw（2004）は、それをより個人のレベルにまで突き詰めた

文脈的アプローチを提唱している。業務の伸縮性や規律、信頼といった要素の相互作用に

よる組織的文脈を背景に、知の活用や探索に費やす時間配分を個人に委ねようというのが

その本質であるといえる。例えば、Adler et al.（1999）ではメタ・ルーチン化

（Meta-routinization）という表現で、NUMMI（New United Motor Manufacturing, Inc; 

トヨタ自動車と GM の合弁企業）における両利きの事例を検討している。これは、効率性

（Efficiency）を追うべきルーチンと、イノベーティブネス（Flexibility）を追うべきノン・

ルーチンを業務手順として統合するという取り組みであるが、リーダーシップによる組織

的文脈がしっかりと機能していることに加え、自律的な活動を促すインセンティブも多く

設定されている。 

Birkinshaw and Gibson（2004）によると、文脈的アプローチは業績管理と組織内の社

会的支援活動から成り、これらは相互に強め合うことがある。そして、両者の高低（強弱）

に応じて、図表 5 に示される組織的文脈が生じるとしている。図表 5 の右上（「高業績の

文脈」という領域）に近づくほど、従業員は自らの業務領域を超えてあらゆるビジネスチ

ャンスに気を配るようになることや、協力して機会をものにしようという姿勢を持つこと、

内部の関係構築を取り持つブローカーのようになること、そして複数の業務を兼任する（マ

ルチ・タスカーになる）のを快く思うこと、といった好ましい行動がみられるようになる。

この文脈的アプローチは、ひとつの組織内における両利き経営の実践（活用と探索の同時

追求）を前提としている（Gibson and Birkinshaw 2004）。 

このように、自律のモードは、組織全体での取り組みから個人レベルへの展開まで、階

層的に認識する必要のあることが分かる。 
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図表 5 組織的文脈の形成 

 

 

 

（出所）Birkinshaw and Gibson（2004）より抜粋 

 

④ 外部エコシステム 

極度に複雑で変動の激しい事業環境においては、組織外のグループから成る、多様性に

富んだエコシステムを編成することが必要になる。エコシステムを構築する際には、まず

自らがどのような組織能力を提供し、何を外部の参加者に求めるのか（活用の役割と探索

の役割をどう分担するのか）を決定する必要がある。そして、システム全体の長期的な持

続力と多様性を維持できるようにインセンティブやプロセスを設計し、外部の参加者と互

恵的な関係を築いていかなくてはならない。同時に、社内的には多様性や外部志向性を重

んじる企業文化を育むことが重要になる。Reeves et al.（2015）では、携帯電話の製造・

販売経験さえなかった、アップル社のエコシステムについて例証している。 

 

March（1991）が指摘する組織形態と外部環境との重要な関係性は、両利き経営の主な

目的のひとつが外部環境への対応であるということと整合している（Judge and Blocker 

2008; Lavie et al. 2010; Levinthal 1997; O’Reilly and Tushman 2008; Reeves et al. 

2013）。にもかかわらず、先行研究で両利きの組織形態であるモード（類型）を包括的に

認識しているケースはほとんどない。そういった意味では、両利きの経営を俯瞰的に捉え
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るうえでも、またモード間の違いを認識するうえでも、このフレームワークは有用14であ

ろう。 

 

2.3.3 小括 

本節では、両利きの概念的な定義として、初期の研究で重視されている組織的な要件に

ついて考察した。それは、両利きを継続するための組織的基盤に相当するダイナミック・

ケイパビリティと、両利きの類型となる組織モードの二つの要素で構成されていた。組織

基盤たるダイナミック・ケイパビリティは両利きの実践を表し（O’Reilly and Tushman 

2008）、組織モードによって両利きの実践方法が異なる（Reeves et al. 2015）ということ

が理論的に示されているわけであるが、これらの組織的な要件をどのように扱うのかとい

うことについての実証研究は、これまでのところほとんど行われていない。例えばダイナ

ミック・ケイパビリティの存在を前提として、「ダイナミック・ケイパビリティを用いるに

はシニア・マネジャーが重要な役割を担う」（Ambrosini and Bowman 2009, 41）という

指摘や、「マネジャーがダイナミック・ケイパビリティを使って、長期的競争優位を築く」

（Eisenhardt and Martin 2000, 1117）という主張、そして「ダイナミック・ケイパビリ

ティの研究において、調節や媒介といった機能を果たす意思決定プロセスを検討すること

が将来的には必要」（Jansen et al. 2008, 1001）といった指摘がこれまでなされてきてい

ることから、ダイナミック・ケイパビリティに対するマネジメントやコントロールの有用

性を検討することは、先行研究理論の実証のみならず、両利き経営研究に新たな視座を提

供するポテンシャルを秘めているといえるのではなかろうか。 

 

 

2.4 両利きの経営に関わる管理会計研究 

本節では、前節までの議論を踏まえ、イノベーションやイノベーション・マネジメント

に関係する管理会計、中でもマネジメント・コントロールの先行研究にフォーカスして検

討する。そして、両利き経営の文脈における管理会計研究をレビューし、これまでにどの

                                                   
14 念のため付言しておくと、Reeves et al.（2015）は、外部環境に適したモードを選択す

ることが両利きの実践に影響するという関係性を理論的には示唆しているものの、現実の

企業の戦略的アプローチは必ずしもこのように明確な境界線や絶対的な基準で分類される

わけではないとも述べている。 
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ようなことが明らかになっているのかを検討する。 

 

2.4.1 マネジメント・コントロールに関する先行研究 

先述のとおり、イノベーションやイノベーション・マネジメントを直接のテーマとする

管理会計研究は数多く存在しているわけではないが、そもそもイノベーションの管理にお

いて経営管理者に最も必要とされるものは何であろうか。それはイノベーション実現能力

ということになる（大槻 2008）。しかしながら、必ずしも経営管理者自身がハンズ・オン

でイノベーションの実務に取り組むわけではない。とすれば、イノベーション戦略を実現

するために経営管理者が重視する機能のひとつとして、マネジメント・コントロールを挙

げることができよう。マネジメント・コントロールによって、経営管理者自身というより

も、組織としてのイノベーション実現能力を高めようということである。 

マネジメント・コントロールという言葉を積極的に使い始めたのは、Anthony（1988）

ではないかとされている。彼によると、マネジメント・コントロールとは、経営管理活動

のひとつとして戦略策定とタスク・コントロールとの中間に位置するものであり、トップ・

マネジメントが戦略の実行に際し、事業部長クラスに影響を与えるプロセスであると定義

される（Anthony 1988）。そういった点においては、O’Reilly and Tushman（2008）の

定義によるダイナミック・ケイパビリティがシニア・マネジメントを対象としていること

と親和的である。 

Anthony（1988）は、マネジメント・コントロールには既存の業務運営（Ongoing 

operations）を対象とするものとプロジェクト活動（Project）を対象とするものがあると

し、目的や組織構造、業績基準、変更の頻度、環境による影響等に基づいて、それぞれを

比較検討している。そして最も重要な違いとして、前者（既存の業務運営を対象とするマ

ネジメント・コントロール）が無期限に継続するのに対し、後者（プロジェクト活動を対

象とするマネジメント・コントロール）には終わりがあると述べている（Anthony 1988, 

119）。すなわち、前者は公式のシステムとして事前に定められた期間と方法で次の工程に

繋がっていく一方、後者は目的とリソースについての意思決定後スタートすると、マイル・

ストーン管理がなされ、期間中は計画とその実行、評価が繰り返されることになる（図表

6 参照）。したがって、前者はコスト・パフォーマンスに重きを置き、品質やスケジュール

については例外管理とする伝統的なマネジメント・コントロール概念に相当し、後者はイ
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ンフォーマルなフィードバックを反復する、双方向的なマネジメント・コントロールとい

うことができる（Anthony and Govindarajan 2007）。 

 

図表 6 マネジメント・コントロールのフェーズ 

 

A. 既存の業務運営 

 

 

B. プロジェクト活動 

 

（出所）Anthony and Govindarajan（2007）に加筆して作成 

 

同様に、Simons（1995）は伝統的なマネジメント・コントロールの中心となる診断的

コントロールと、双方向のコミュニケーションを促すインタラクティブ・コントロールと

いう概念を示している15。前者は管理者が用いる公式の情報システムで、それによって業

                                                   
15 Simons（1995）では、戦略との関係やマネジャーの目的に応じ、マネジメント・コン

トロールを四つのレバーとして分類している。本文に示した診断的コントロール
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務プロセス毎の成果を測定し、事前に設定された基準と比較することによって逸脱を修正

することが目的であるため、「アウトプット・コントロール」や「結果によるコントロール」

として参照されてきた。後者も管理者が用いる公式の情報システムではあるが、部下の意

思決定に対し定期的かつ個人的に関わることで、組織全体に対話と学習を促すことを目的

としている点が異なる。つまり、前者は既定の業務を例外なく行うために用いられる一方、

後者は戦略の不確実性にフォーカスし、実験を通じたセレンディピティのような学習プロ

セスを促進することで、アイディアや戦略の創発を導くために用いられる。これらのこと

から、Simons（1995）のいう診断的コントロールは、Anthony（1988）のいう既存の業

務運営（Ongoing operations）を対象とするマネジメント・コントロールに対応し、イン

タラクティブ・コントロールは、プロジェクト活動（Project）を対象とする双方向的なマ

ネジメント・コントロールに対応していると考えられる。 

以上の考察から、イノベーション（日常の事業運営における既存製品やサービスに関わ

る活用型イノベーションと、新製品や新サービスに関わる探索型イノベーション）の文脈

でマネジメント・コントロールを検討していくうえでは、診断的コントロールとインタラ

クティブ・コントロールとに大別してみることができよう。次項では、活用型の（漸進的）

イノベーションと探索型の（革新的）イノベーションが、それぞれどちらのマネジメント・

コントロールと適合するとされてきたのか、実証研究を中心にレビューを進めていくこと

とする。 

 

2.4.2 イノベーションとマネジメント・コントロールの適合性 

前項での考察を理論的に解釈すると、探索型のイノベーションに対しては、既定の業務

を例外なく行うために用いられる診断的コントロールは適していないということになる。

そもそもイノベーションというと、探索型のイノベーションを想定するのが通常（大槻 

2008）であり、先行研究でもサイバネティック・モデルを前提とするマネジメント・コン

トロールは、変化やイノベーションを抑制するものとされてきた16（Abernethy and 

                                                                                                                                                     

（Diagnostic control）やインタラクティブ・コントロール（Interactive control）の他に、

信条のシステム（Beliefs systems）と境界のシステム（Boundary systems）があるとし

ている。 
16 伝統的なマネジメント・コントロールが変化やイノベーションを抑制するのに代わって、

非公式なプロセスともいえる文化（Cardinal et al. 2004; Tushman and O’Reilly 1997）

や、リーダーシップ（Clark and Fujimoto 1991; Brown and Eisenhardt 1995）といった
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Brownell 1997; Abernethy and Lillis 1995 ; Amabile 1998; Bonner et al. 2002; Otley 

1994; Ouchi 1979; Rockness and Shields 1988; Tushman and O’Reilly 1997）。特に実証

を伴わない研究では、そういった包括的な捉え方をしがちであるが、実証研究では環境の

不確実性をひとつのキー・ファクターとして、探索型に相当する場合と活用型に相当する

場合とを区分し、診断的コントロールの有効性を検討している。例えば Abernethy and 

Brownell（1997）は、タスクの分析可能性と成果物の例外発生度によって環境の不確実性

を定義し、環境の不確実性が高いほど業績に対する会計コントロールの有効性が低くなる

ことを定量的に示している。また Abernethy and Lillis（1995）も、顧客対応等の差別化

戦略における生産のフレキシビリティのレベルと、財務指標の利用度との間に負の相関が

あることや、インフォーマルな部門間の連携との間には正の相関があることを実証してい

る。これらの実証研究の結果は、探索型イノベーションと診断的コントロールとの不適合

性を示唆していると考えられるが、反対に、改善や改良といった活動が想定される活用型

イノベーションに対しては、診断的コントロールが適合することを示しているともいえる。 

探索型のイノベーションとインタラクティブ・コントロールとの関係についてはどうで

あろうか。プロジェクト活動を対象とし、不確実な環境下でのアイディアや戦略の創発を

目的としているインタラクティブ・コントロールは、探索型のイノベーションに適合する

と考えられる。このことを実証した研究として、Abernethy and Brownell（1997）や、

Bisbe and Malagueno（2009）、Bisbe and Otley（2004）、Chenhall（2005）、Davila et al.

（2009）等が挙げられる。これらの研究は、伝統的なコントロール手法としての予算や、

バランスト・スコアカード、プロジェクト・マネジメントといった管理ツールをインタラ

クティブに利用することでイノベーションや業績にポジティブな影響があることを定量的

に示しているわけであるが、Bisbe and Otley（2004）では、高イノベーション企業群に

おけるネガティブな関係性も報告されており、逆機能となる可能性も否定はできないとい

える。このことは、「フォーマルなコントロールは必要であるが、ファシリテーションやイ

ンテグレーションの域を超えて、プロジェクトの進行中に決定を覆したり方向性を変えた

りして指示的になると、ネガティブな結果をもたらしかねない」という Bonner et al.（2002）

の指摘にも通じるところがある。したがって、「探索型のイノベーションに対し、インタラ

                                                                                                                                                     

要素が注目されてきた。“Cybernetic control” に対し、“Harmonious configuration”

（Cardinal et al. 2004）や “Subtle control”（Clark and Fujimoto 1991）等と表現され

ている。 
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クティブ・コントロールは適合している」と単純に結論付けることは、早計なのかも知れ

ない17。 

一方、活用型イノベーションとインタラクティブ・コントロールとの適合性はどうであ

ろうか。Simons（1995）では、将来の変化予測と次のアクションへの展開を念頭に置い

たインタラクティブ・コントロールの選択的利用を挙げており、改善や改良といった活動

を想定した活用型のイノベーションにも適合することが考えられる。また Davila（2005）

では、インタラクティブ・コントロールは現行のビジネス・モデルや戦略の不確実性等に

ついての議論を促進させ、それらをより強固にするという点で、活用型イノベーションに

適していると述べている。こうした理論的な示唆はあるものの、実証研究では反対の結果

が報告されている。例えば Bedford（2015）は、活用型イノベーション志向の企業ではイ

ンタラクティブ・コントロールが業績に対しネガティブに働くことを示している。また

Ylinen and Gullkvist（2014）では、インタラクティブ・コントロールによって活用型イ

ノベーションの創造性は高まらないということを実証している18。このような実証研究の

結果から、活用型イノベーションも探索型イノベーションの場合と同様に、一定の限度を

超えたインタラクティブ・コントロールは逆機能を生じさせる可能性が考えられるのでは

なかろうか。 

本項のこれまでの議論は、図表 7 のように要約できる。理論的には診断的コントロール

は活用型イノベーションに適合するものの、探索型イノベーションには適合せず、インタ

ラクティブ・コントロールは、探索型イノベーションにも活用型イノベーションにも適合

するということができよう。 

  

                                                   
17 Simons（1995）でも同様のことが指摘されているが、Bisbe and Malagueno（2009）

では、インタラクティブ・コントロールの逆機能を想定した仮説を設定し、サンプルを高

イノベーション企業と低イノベーション企業とに分類して定量的に検証した結果、仮説は

支持されなかったと結論付けている。 
18 Ylinen and Gullkvist（2014）は、インタラクティブ・コントロールと同様の概念とし

て「オーガニック・コントロール（有機的なコントロール）」という表現を、診断的コント

ロールと同様の概念として「メカニスティック・コントロール（機械的なコントロール）」

という表現をそれぞれ用いている。 
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図表 7 イノベーションとコントロールの適合関係 

 

 

（出所）筆者作成 

 

2.4.3 両利きのイノベーションとマネジメント・コントロールに関する先行研究 

前項では、先行研究に基づき、活用型のイノベーションと探索型のイノベーションそれ

ぞれについて、診断的コントロールとインタラクティブ・コントロールとの適合性を検討

した。しかし、それらは活用型と探索型のイノベーションそれぞれを別個に検討している

のであって、両利き経営のコンテクストで検討したものではなかった。 

本項では、両利きの経営に対してマネジメント・コントロールがどのように機能すると

されているのか検討する。 

管理会計やマネジメント・コントロールの研究は、これまで活用型のイノベーションや

探索型のイノベーションの各領域に対し様々な知見を提供してきたが、両利きの経営にフ

ォーカスした研究は豊富な蓄積があるとはいえない。そういった中、リーダーシップによ

るテンション・マネジメントの実践について、Simons（1995）のいう四つのコントロー

ル・レバーに注目した研究がいくつか行われている。例えば Mundy（2010）では、イン

タラクティブ・コントロールがマネジメント・コントロールの統制的な側面とイネーブリ

ングな側面19とのバランスを獲得・維持するうえで、重要な役割を果たすとしている。

                                                   
19 Adler and Borys（1996）によると、イネーブリングとは、試行錯誤を容認し組織学習

を促進することで組織構成員の能力を高め、ルーチンの見直しを促すようなマネジメント
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Mundy（2010）をベースにした Bedford（2015）や Ylinen and Gullkvist（2014）は、

両利きの経営に注目し、イノベーションの特性（活用志向、探索志向、両利き志向）によ

って組織業績に影響を与えるマネジメント・コントロールが異なることを定量的に示して

いる。 

Bedford（2015）は、オーストラリア企業を対象にサーベイを実施し、イノベーション

の志向が活用型、探索型、両利き（活用と探索の両方）のいずれに該当するかを特定した

うえで、両利きを志向する企業の業績には診断的コントロールとインタラクティブ・コン

トロールの交互効果が影響することを示している。これは、Simons（1995, 160）がいう

ところの「イノベーションと効率の間にあるダイナミック・テンションの調整には、診断

的コントロールとインタラクティブ・コントロールの同時利用が有効である」という指摘

や、Ahrens and Chapman（2004）のイネーブリング・コントロールの議論20とも整合し

ている。 

Ylinen and Gullkvist（2014）でも、フィンランドの企業を対象にサーベイを実施し、

創造性や即応能力を助長する有機的コントロール（Organic control）と、計画実行を統制

する機械的コントロール（Mechanistic control）との交互効果が、活用志向と探索志向の

いずれのプロジェクトの業績に対しても有意に影響することを示している。 

同様の研究で、Cardinal（2001）は、アメリカ製薬企業のデータを用いてインプット・

コントロール、アウトプット・コントロール、行動によるコントロールが、特性の異なる

医薬品開発（既存の効能を強化するイノベーションと新薬開発のイノベーション）にどの

ような影響を及ぼすのかということを定量的に検証している。その結果、行動によるコン

トロールは既存の効能を強化するイノベーションには影響しないものの、新薬開発のイノ

ベーションには有意に影響するということが示された。 

先行研究の多くは、活用型イノベーションと探索型イノベーションのそれぞれに対して

フォーカスしており、また両利きのイノベーションを検討している Bedford（2015）でも、

                                                                                                                                                     

を指すと定義している。 
20 Ahrens and Chapman（2004）によると、イネーブリング・コントロールには、修復

可能性（担当者が直接介入できること）や内的透明性（担当者が業務プロセスの機能を理

解していること）、大局的透明性（担当者が個々のプロセスと全体の関連性を理解している

こと）、柔軟性（コントロール・システムの利用が担当者に一任されていること）といった

四つの特徴を備えることが有効とされている。また、イネーブリング・コントロールと対

比される強制的なコントロールは、伝統的なサイバネティック・コントロールに近いもの

であるが、いずれもマネジメント・コントロールの重要な要素として併用されるべきとし

ている。 
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活用と探索の重視度をそれぞれ測定し、いずれもが高いケースを両利き志向としている（図

表 1 参照）。したがって、Duncan（1976）や March（1991）が概念的に提示した両利き

経営の組織において、マネジメント・コントロールがどのように業績貢献しているのかは、

未だ明らかにされていないともいえる。 

 

2.4.4 小括 

本節ではまず、マネジメント・コントロールの定義に関する先行研究を概観し、イノベ

ーションの文脈では診断的コントロールとインタラクティブ・コントロールとに大別でき

ることを示した。そのうえで実証研究をレビューし、活用型イノベーションや探索型イノ

ベーションに対してどちらのコントロールが適合するのかを検討した。その結果、基本的

には活用型のイノベーションには診断的コントロールが、探索型のイノベーションにはイ

ンタラクティブ・コントロールが、それぞれ適合するとの結論に至った。しかし、これら

の先行研究はもともと両利き経営のコンテクストで検討されたものではなかった。 

そこで、活用型と探索型の両方を追求する両利きのイノベーションと、マネジメント・

コントロールとの関係を考察したが、そもそも両利き経営のコンテクストでマネジメン

ト・コントロールを経験的に検討している先行研究は非常に少ない。そうした中、両利き

のイノベーションに対し、診断的コントロールとインタラクティブ・コントロールを同時

利用することの有効性がいくつかの研究で実証されており、またそれらは先行研究の理論

とも整合するということが確認された。しかし、これらの研究は図表 1 に示すとおり、イ

ノベーションの志向が活用型か探索型かという定量的な測定値をベースに両利きを定義し

ており、初期の研究が指摘する組織基盤については考慮されていない。つまり、March

（1991）がいう「投資配分や競争戦略の意思決定等にみられる明示的な選択」に相当する

変数の操作で定義された両利きと、管理会計との関係性が検討されている一方で、「暗示的

な選択」と管理会計との関係は、検討されてこなかったということができよう。 
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第 3 章 仮説 

第 1 章で述べたとおり、本研究の基本テーマは、両利きの組織に求められる要件を満た

せば活用型イノベーションと探索型イノベーションの両方を実現できるのか、その関係性

を管理会計がサポートするのか、というリサーチ・クエッションを実証することである。

そのための研究課題として、両利きであることの定義を再検討し、そしてそれに基づいた

質問票調査を実施することを挙げた。 

本章では、これまでの議論を踏まえ、検証すべき仮説を設定する。まず、両利きの組織

に求められる要件として O’Reilly and Tushman（2008）が主張するダイナミック・ケイ

パビリティと、両利きのモードに関する仮説を設定する。そして後に、両利き経営の文脈

でのマネジメント・コントロールに関する仮説を設定する。 

 

3.1 両利きの組織に求められる要件 

両利きであることを組織の能力とみなす研究はいくつかあるが（例えば、Benner and 

Tushman 2003; He and Wong 2004; Jansen et al. 2005, 2008; Judge and Blocker 2008; 

Lee et al. 2003; Lin et al. 2013; O’Reilly and Tushman 2008, 2011; Raisch et al. 2009）、

定量的な実証研究となると非常に限定される。中でもダイナミック・ケイパビリティに関

係する概念を用いているものは、筆者の知る限りでは Jansen et al.（2008）と Jansen et 

al.（2009）のみとなる。これらの研究は、O’Reilly and Tushman（2008）が示した五つ

の項目中、三項目を用いて、それらが両利き21とどのように関係しているのかを検証して

いる。 

例えば Jansen et al.（2008）では、両利きのドライバーとしてシニア・チームの有効性

（Hambrick 1994; O’Reilly and Tushman 2004; Siegel and Hambrick 2005; Smith and 

Tushman 2005）を検証すべく、シニア・チームにおける共通のビジョンや内部の一体感、

そして共通の報酬制度をそれぞれ独立変数として、両利きとの関係を検証している。その

結果、共通のビジョンと報酬は、両利きのドライバーとなり得るという分析結果が得られ

                                                   
21 図表 1 にあるとおり、Jansen et al.（2008）と Jansen et al.（2009）でいう両利きと

は、活用型イノベーション（の実現度）と、探索型イノベーション（の実現度）によって

定義されている。具体的には、それぞれの測定値を乗じることで両利きの程度を表す変数

としている。 
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たものの、内部の一体感は有意な関係性がみられなかった。Jansen et al.（2009）でも、

組織構造の分離と両利きとの間に、シニア・チームにおける内部の一体感や共通の報酬制

度等が媒介するモデルを検討しているが、全く反対の結果となっている。具体的には、内

部の一体感は両利きに影響するものの、共通の報酬制度は影響しないことが示された。た

だし、この研究には組織的な一体化のメカニズムという新たな変数が投入されており、

Jansen et al.（2008）の結果との単純な比較はできない。 

前章で述べたとおり、これらの研究で検討されている各概念に加え、実証されていない

残りの二項目とともに、両利きに必要なダイナミック・ケイパビリティが両利きイノベー

ションのドライバーとなり得るかどうかを検討しなくてはならない。 

したがって、ひとつ目の仮説は次のようになる。 

 

仮説 1 

ダイナミック・ケイパビリティが高いほど、両利きイノベーションを実現している 

 

次に両利きのモードについてであるが、これは Reeves et al.（2015）が、事業環境のダ

イナミズムの程度（どれだけの頻度で変化するか）と多様性の度合い（どれだけ多くの異

なる環境に直面しているか）を基軸として示した、両利きの組織類型（構造）であった。

そして、この両利きのモードによって、両利きの実践方法は異なるということであった。 

外部環境に応じた組織構造とダイナミック・ケイパビリティの関係性を検討するに際し、

コンティンジェンシー理論でいうところのインタラクション・アプローチが参考になるで

あろう22。例えば Selto et al.（1995）では、実務と組織構造のフィットが重要であるとし

たうえで、コンテクストと実務、あるいはコンテクストと構造の組み合わせがパフォーマ

ンスに影響を与えるという関係を想定している。つまり、パフォーマンスを説明する回帰

分析において、両者の交互効果が有意であるという状況を前提としている。同様にコンテ

ィンジェンシー理論の先行研究で、Chenhall（2007）は「組織構造とは組織活動を確実に

実行するための公式の仕組みであるが、組織構造による成果と組織構造のメカニズムによ

                                                   
22 コンティンジェンシー理論には、この他にもセレクション・アプローチやシステムズ・

アプローチ等があるが、前者はパフォーマンスを説明変数とするものではなく、また後者

は説明変数が多岐にわたる。コンテクスト以外の変数として、両利きのモードとダイナミ

ック・ケイパビリティにフォーカスするため、ここではインタラクション・アプローチに

よる説明が最も適している。 
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る成果は異なる」と述べている（Chenhall 2007, 179）。これらの主張からいえることは、

組織構造がパフォーマンスに与える影響と、実務や組織活動がパフォーマンスに与える影

響は別のものであり、コンテクストが両者の間に媒介するということになる。したがって、

一定のパフォーマンスを前提とした時に、組織構造と、実務や組織活動との間には対応関

係が想定される。つまり、組織構造によって実務や組織活動は異なるという関係性が存在

することになる。 

O’Reilly and Tushman（2008）の示したダイナミック・ケイパビリティが、シニア・

マネジメントによる組織活動であることからすると、次の仮説が設定できる。 

 

仮説 2 

ダイナミック・ケイパビリティのレベルは、両利きのモードによって異なる 

 

 

3.2 両利き経営の文脈におけるマネジメント・コントロール 

本研究では、マネジメント・コントロールを診断的コントロールとインタラクティブ・

コントロールとに大別して検討しようとしているわけであるが、両利きイノベーションの

実現に対し、マネジメント・コントロールはどのように関係すると考えられるのであろう

か。前節では、ダイナミック・ケイパビリティが両利きイノベーションの実現ドライバー

となることを念頭に仮説を設定した。それは、Jansen et al.（2008）の研究に一部項目を

追加して検証することになる。Jansen et al.（2008）は、O’Reilly and Tushman（2008）

がいうダイナミック・ケイパビリティの一部（シニア・チームにおける共通のビジョン、

内部の一体感、共通の報酬制度）と両利きとの関係を変革のリーダーシップが促進すると

いうモデル（図表 8 参照）を検討しており、本研究もそれに準じた形での仮説検証を行う

ことが可能であろう。 

したがって、マネジメント・コントロールに関して、本節でまず設定すべき仮説として

は、次のようになる。 

 

仮説 3 

マネジメント・コントロール（診断的コントロールやインタラクティブ・コントロール）
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は、ダイナミック・ケイパビリティと両利きイノベーションの実現との関係に影響する 

 

図表 8 Jansen et al.（2008）の分析モデル 

 

*両利き ＝ 活用型イノベーション × 探索型イノベーション 

（出所）Jansen et al.（2008, 985）に加筆して作成 

 

前章における議論で、探索型イノベーションにはインタラクティブ・コントロールのみ

が、活用型イノベーションには診断的コントロールとインタラクティブ・コントロールの

両方が、それぞれ適合することが分かっている。したがって、両利きのイノベーションに

対してそれぞれのコントロールが直接影響するという関係性も想定される。ただし、診断

的コントロールが探索型イノベーションには適合しないということを考えると、両利きの

イノベーション実現に対する診断的コントロールの影響は、相殺されてしまう可能性があ

る。一方で、インタラクティブ・コントロールは活用型にも探索型にも適合することから、

両利きのイノベーション実現に対する影響はより確実にあると考えられよう。 

そこで、次のような仮説が設定できる。 

 

仮説 4-a 

両利きイノベーションの実現に対し、診断的コントロールは影響を与えない 

 

仮説 4-b 

両利きイノベーションの実現に対し、インタラクティブ・コントロールはポジティブな

影響を与える 
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最後に、診断的コントロールとインタラクティブ・コントロールとの同時利用について

検討しなくてはならない。前章でもみたとおり、両利き経営のコンテクストで検討されて

いるマネジメント・コントロール研究が少ない中で、Bedford（2015）や Ylinen and 

Gullkvist（2014）は、診断的コントロール（機械的コントロール）とインタラクティブ・

コントロール（有機的コントロール）との交互効果が、業績に対してポジティブな影響を

与えることを実証している。その関係性から類推すると、本研究における仮説としては、

以下のようになる。 

 

仮説 5 

両利きイノベーションの実現に対し、診断的コントロールとインタラクティブ・コント

ロールの同時利用はポジティブな影響を与える 

 

以上の仮説をチャート化すると、図表 9 のとおりとなる。 

 

図表 9 仮説チャート 

 

 

（出所）筆者作成 
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第 4 章 研究方法 

リサーチ・クエッションを探索的に
．．．．

実証するため、質問票調査を実施した23。本章では、

まずその質問票調査の概要について触れた後、測定尺度と変数の設定について記述する。

そして最後に分析方法を示す。 

 

4.1 質問票調査の概要 

リサーチ・クエッションの背景には、我が国企業のイノベーション不足に対する批判的

な見解というものがある。ところがイノベーションというと、革新的な（探索型の）イノ

ベーションを前提に議論されることが多く、漸進的な（活用型の）イノベーションも含め

た両利きの文脈で検討されることはあまりなかった。特に後者は、日本企業の得意とする

改善や改良といった活動が想定されていることから、そもそもの批判的な見解自体が一面

的であるとも考えられる。そこで本研究では、我が国企業を対象に両利き経営の実態とそ

のメカニズムを解明すべく、質問票調査を実施した。 

質問票の作成にあたっては、大学教員である管理会計専門家 3 名によるレビューに加え、

実務家 14 名によるプレ・テストを経て最終化している24。 

本調査は、国内株式市場への上場企業 3666 社を対象として、2017 年 11 月 27 日から

2017 年 12 月 15 日の期間に郵送法により実施した。期間中のフォロー・アップや、回答

期限間近のリマインドは行っていない。また、依頼時期が年末に近かったことや、回答期

間が約 20 日間と短かったことが影響してか、回答企業数は 209 社、率にして 5.7％にとど

まった。この 209 社のうち、大設問における各個別質問の過半が未回答の 7 社は統計分析

の対象から除外し、部分的な欠損値は EM 法25による代入を行った。部分的な欠損値のあ

る企業は 15 社、そのうち 12 社が 1 問のみ、2 社が 4 問、1 社が 5 問の欠損という状況で

あった。したがって、最終的な有効回答数は 202 社、5.5％の回収率という結果になった。 

                                                   
23 本調査は、筆者が一員となっている管理会計研究チームによるものであり、回収データ

の一部を本研究に用いている（全体の質問票は、巻末の付録参照）。 
24 プレ・テストに参加した実務家は、2017 年度神戸大学社会人 MBA プログラム（管理

会計専攻）を受講中の 12 名と、その他の実務家 2 名（財務・経営管理業務の関係者）で

あり、プレ・テスト実施後のフィードバックを質問票に反映している。そうして改善した

質問票は、さらに管理会計専門家によるレビューを経て最終化した。 
25 Expected Maximization Algorithm のことで、観測変数と潜在変数（欠損値）の分布を

定義するパラメーターを操作し、最尤推定を行う手法である（Wu 1983）。 
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質問票の配付に際しては、経営企画・経理財務の担当役員または部長職、事業部長等を

指定し、主要事業を想定してリッカート・スケール 7 点尺度（完全に当てはまる・非常に

大きい等＝7 点、どちらとも言えない＝4 点、全く当てはまらない・非常に小さい等＝1

点）で回答するよう依頼した26。回答企業の属性データは図表 10-1 に、想定された事業の

属性データは図表 10-2 に、それぞれ示している。主要事業に関する調査ではあるが、念の

ため回答企業の業種や規模による偏りがないかを確認すべくカイ二乗検定を実施したとこ

ろ、いずれも非回答バイアスは検出されなかった27。 

次に、各社回答者によるコモン・メソッド・バイアスが存在しないことを確認するため28、

Harman's single-factor test を実施した。これは診断的な手法でしかないという批判もあ

るが、全ての質問項目を用いて探索的因子分析を行い、初期解によって因子数を特定する

というプロセスで、伝統的に行われている（Podsakoff et al. 2003）。回答企業のデータで

は、固有値 1 を超える 12 因子のうち過半の共分散を説明できるものはなく、コモン・メ

ソッド・バイアスによる影響のないことが確認された。 

 

図表 10-1 回答企業の属性データ（2016年度） 

有効回答数＝202   

 

  

                                                   
26 各社が想定した事業の属性と、一部の質問は、他の回答様式となっている。 
27 業種は証券コードに基づく区分を採用し、規模は従業員数とした。その結果、それぞれ

χ2=37.45, p<0.01（業種）、χ2=14.68, p<0.01（規模）となった。 
28 次節でも述べるが、質問の多くは先行研究から引用しており、たいていの場合は、既に

コモン・メソッド・バイアスが生じないよう設計されている。 

属性 平均値 標準偏差 中央値 最小値 最大値

資本金（百万円） 25,768 108,020 4,127 50 1,400,975

売上高（百万円） 157,578 468,042 26,362 92 5,216,706

当期純利益（百万円） 8,718 22,241 1,063 2 161,245

従業員数 1,504 3,218 457 8 25,821
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図表 10-2 想定事業の属性データ（調査時点） 

 

※主要事業に従事する従業員数と主要事業の業種区分（製造業・非製造業） 

 

 

4.2 測定尺度 

本節では、前章で示した仮説を検証するための測定尺度について述べる。図表 9 にある

ダイナミック・ケイパビリティ、両利きのモード、マネジメント・コントロール、両利き

のイノベーション、という四つの主要な測定尺度と、コントロール変数に該当する尺度に

ついて、以下、順に説明する。 

 

4.2.1 ダイナミック・ケイパビリティ 

本研究では、O’Reilly and Tushman（2008）が示した五つの項目でもって両利きのダ

イナミック・ケイパビリティを定義するが、実際には項目というよりも文章で表現されて

いるため、内容を分解して検討する必要がある。前章でみたとおり、次の三項目は Jansen 

et al.（2008, 2009）で既に検討されている。 

 

② 探索と活用の両方に取り組むという共通のビジョンや価値観を明確にすること 

③ シニア・チームに戦略についてのコンセンサスや、それに関わる継続的なコミュニ

ケーション、そして共通のインセンティブ・システムがあること 

⑤ シニア・リーダーシップが様々な矛盾に耐え、敵対関係が生じても解決できること 

 

従業員数 製造業 非製造業 計

　　1-250名 15 32 47

　　251-500名 19 17 36

　　501-1000名 17 16 33

　　1001-2500名 18 18 36

　　2501名- 25 25 50

計　　 94 108 202
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これらは、シニア・チームにおける共通のビジョンや、内部の一体感、そして共通の報酬

制度という概念で測定されていた。上記②は「共通のビジョン」に該当するが、③と⑤に

は複数の概念が含まれるため、分解しなくてはならない。Jansen et al.（2008, 2009）に

準じると、シニア・チームにおける戦略上のコンセンサスやコミュニケーション、敵対関

係の解決といった要素は、「内部の一体感」として測定される。一方、インセンティブ・シ

ステムは、「共通の報酬制度」として測定される。 

 

共通のビジョン 

まず「共通のビジョン」については、不確実性への対応という、概念的に両利き経営の

コアとなる要素を考えると、その必要性は理解に難くない。例えば Orton and Weick（1990）

や Thompson（1967）は、組織が望ましい成果を生み出すための因果関係に基づいて構築

されている場合、あるいはその構造についての不確実性によって緩やかな連携が生まれて

いる場合、望ましさについての合意のみが残された指示命令の根拠になるとしている。 

この考え方に則って Jansen et al.（2008）が参照している Sinkula et al.（1997）や Tsai 

and Ghoshal（1998）といった研究は、組織の共通の価値観やパラダイムというものが、

組織活動や信用、信頼性に繋がることを定量的に示している。Tsai and Ghoshal（1998）

ではさらに、信頼性がリソースの交換や結合に有意に繋がることや、ひいてはそれらが価

値創造に繋がるということを実証している。リソースの交換や結合は、Teece（2007）が

示したダイナミック・ケイパビリティの Reconfiguring（有形・無形資産の継続的リニュ

ーアル）に相当し、両利きのマネジメントに求められる活動であることから、そういった

文脈で実証されていることは、本研究の基本テーマとも整合的である。 

よって「共通のビジョン」については、本研究でも Sinkula et al.（1997）や Tsai and 

Ghoshal（1998）と同様の質問票を用いることとする。 

 

内部の一体感 

次に「内部の一体感」であるが、これは社会的な融合とコミュニケーションという要素

で構成されている（Jansen et al. 2008, 2009）。 

社会的な融合は、士気の高揚や満足度、そして業務のコーディネートに有用であるとさ

れ、所属する集団の魅力（集団凝集性）や、職務記述に基づくメンバー間の相互満足度、
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そしてメンバー間の繋がり（業務外での付き合いの程度）といった概念で測定されている

（McGrath 1984; Shaw 1981）。例えば O’Reilly et al.（1989）や Smith et al.（1994）で

は、社会的な融合がシニア・チームの多様性と組織業績との間にどのような影響を与える

のかを検証し、いずれも有意な関係性を実証している29。また、両利き経営の文脈では、

シニア・チームの行動レベルでの融合度が高まると、両利きの志向度も高まるということ

が実証されている30（Lubatkin et al. 2006）。 

コミュニケーションについては、業務上のディベートやオープン・ディスカッションが

シニア・チームの職務上の多様性と相俟って、組織業績や包括的な意思決定にポジティブ

な影響を与えるという研究（Simons et al. 1999）もあれば、非公式なコミュニケーション

やその頻度は業績貢献しないという研究（Smith et al. 1994）もあり、一貫していない。 

しかし、社会心理学の領域では、伝統的に社会的な融合とコミュニケーションを合わせ

てチーム・プロセスとして検討されている（Smith et al. 1994）ことから、Jansen et al.

（2008, 2009）は O’Reilly et al.（1989）や Smith et al.（1994）を参照し、両方の要素

を盛り込んだ質問票を作成して、「内部の一体感」という概念を測定している。そしてこの

質問票によって、シニア・チームにおける戦略上のコンセンサスやコミュニケーション、

敵対関係の解決といった要素を網羅している。よって「内部の一体感」については、本研

究では Jansen et al.（2008, 2009）の質問票を準用することとする。 

 

共通の報酬制度 

「共通の報酬制度」は、経済学的視点でいうと、より大きなリスクを負わせることがで

きる仕組みとなっている。すなわち、インセンティブの総支給コストは、業績に連動する

収入の変動リスクを従業員に負わせるという結果としてのリスク・プレミアムであり、リ

スクが集団内で適切に共有されると、それは集団としてのリスク耐性に比例して大きくな

ると考えられている（Milgrom and Roberts 1992）。集団におけるリスクの適切な共有は、

構成員の心理的安全に繋がり、情報の非対称性によるネガティブな影響を弱めることが可

能となる。それはシニア・チームにも当てはまることであり、チームとしての協働を促す

                                                   
29 O’Reilly et al.（1989）は離職率を、Smith et al.（1994）は ROI（Return On Investment）

と売上成長率を、それぞれ組織業績としている。 
30 Lubatkin et al.（2006）では、米国ニューイングランド地方の SME（Small to Mid-sized 

Enterprise：中小企業）139 社を対象としたサーベイ・データを用いて実証している。 
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ものではあるが、さらに便益の非対称性を克服するような報酬制度があれば、相互交流に

費やす時間や協働はより促進され、組織目標へのコミットメントを生み出すとされている

（Bloom 1999; Edmondson et al. 2003; Govindarajan and Trimble 2005; Harrison et al. 

2002）。例えば Siegel and Hambrick（2005）では、環境変化の激しいハイテク企業で、

シニア・チームの報酬格差が財務業績に悪影響を与えることを実証しているが、その中で

タスク依存性のあるイノベーション志向の企業では、報酬は質的にも量的にも同一の方が

良いと結論付けており、それは先行研究（例えば、Wageman and Baker 1997）とも一致

している。反対に Markides and Charitou（2004）は、両利き経営のケース・スタディを

通じて、ユニットが分離されタスク依存性のない状況であっても、共通の報酬制度が協働

を促進することを示している。 

Jansen et al.（2008, 2009）は、これらの先行研究と通底する Collins and Clark（2003）

の質問票を引用している。Collins and Clark（2003）は、人事施策としての報酬制度がシ

ニア・チームのネットワーキングにどのように影響し、それがひいては従業員ベースの組

織能力や資質に対してどのような効果をもたらすのか、またその効果が企業業績にどのよ

うに影響するのかを検証しているが、このモデルであれば本研究が前提としているところ

と大きく違わない。つまり、共通の報酬制度（ダイナミック・ケイパビリティのひとつの

要素）が、両利き経営を追求する組織としての要件に繋がり、ひいては企業業績としての

両利きのイノベーション実現に繋がるという関係性は、Collins and Clark（2003）の検討

モデルと同様ということができる。 

以上のことから、「共通の報酬制度」については、Collins and Clark（2003）の質問票

を用いることとする。 

 

その他 

O’Reilly and Tushman（2008）が示した五つのダイナミック・ケイパビリティのうち、

次の二項目については Jansen et al.（2008, 2009）でも検討されていない。 

 

① 探索と活用いずれもの重要性を認識させる説得力のある戦略意図があること 

④ 探索と活用いずれもの活動を支えるために、組織的な取り組み（ビジネス・モデル

やコンピテンシー、インセンティブ、定量的指標、文化）がうまく分化・統合され
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ていること 

 

上記①には「戦略意図」というキーワードが含まれているが、Harreld et al.（2007）や

Rumelt（2011）は、いずれも戦略の根底をなすものとして定義している。Harreld et al.

（2007）では、戦略に関わる要素として、戦略意図の他にもマーケット・インサイト、ビ

ジネス・デザイン、イノベーション・フォーカスという三つを挙げているが、戦略意図が

ないとこれらを包括的に推進していくことができないと指摘している。Rumelt（2011）

は、戦略の考え方として「カーネル（核）」という表現を用い、診断から基本方針、行動と

いう一連のプロセスを「戦略の屋台骨」（Rumelt 2011, 110）であると表現している。 

Hamel and Prahalad（1989）は、戦略意図は多くの企業が通じている戦略企画と異な

り、人々の野心を解き放つためのものであるとしている（Hamel and Prahalad 1989, 150）。

彼らによると、伝統的な戦略視点というものが既存のリソースと目の前の機会とのフィッ

ト具合にフォーカスするのに対し、戦略意図はリソースと野望との大きな乖離を生み出す。

そしてトップ・マネジメントは、新たな優位性をシステマチックに構築することで、その

格差を埋めることに挑戦する。O’Reilly and Tushman（2008）は、USA Today や IBM、

インテル等の例を用い、ビジネスの現状から将来構想を正当化するための知的で説得力の

ある合理的理由として戦略意図の重要性を指摘しており、Landrum（2008）はそうした

合理的理由を伝えるための “Epic Narratives” （叙事詩的なストーリー）が重要であると

述べている。 

こうした理論的または定性的な研究はあるものの、戦略意図の有無やその展開について、

両利き経営の文脈で定量的に測定している先行研究は、筆者の知る限りでは見当たらない。

よって、戦略意図に関する質問は、上記①をそのまま適用することとする。 

 

最後に④であるが、この項目には「組織的な取り組み」として複数の例（ビジネス・モ

デルやコンピテンシー、インセンティブ、定量的指標、文化）が示されており、またそれ

らを分化・統合するというプロセスを含んでいる。組織的な取り組みについて先行研究が

これまで指摘してきたのは、ダイナミック・ケイパビリティにはノウハウのような無形の

要素も含まれるからこそ、持続的な競争優位の源泉となり得る（Ambrosini and Bowman 

2009; Eisenhardt and Martin 2000; Wang and Ahmed 2007）ということのみであって、

上記④で具体的に例示されたもののうち、どれがどのような状況下で適合するのかという
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ことは議論されてこなかった。また「分化・統合する」というプロセスは、Teece（2007）

がいうダイナミック・ケイパビリティの “Reconfiguring”（＝「有形・無形資産のリニュ

ーアル」）に該当するが、これも具体的に例示された組織的な取り組みのうちのどれが相当

するかということは、明確に示されていない。O’Reilly and Tushman（2008）でもその

点については言及されていないが、両利き経営を実践していくために、例えば制度や仕組

み、文化といったものが資源ベースに対して影響を与えるよう分化・統合（コントロール）

されているという、一般化された意味合いでの表現であると理解することもできるのでは

なかろうか（Ambrosini and Bowman 2009; Zollo and Winter 2002）。それは、March（1991）

が暗示的選択として習慣、手続き、ルール等に埋め込まれているとしていることとも一致

する。 

したがって、本研究では回答者の解釈に差異が生じないよう、極力例示を限定しつつも、

基本的には上記④をそのまま質問票に適用することとする。 

 

以上の考察に基づいた両利きのダイナミック・ケイパビリティに関する質問と回答結果

は、図表 11-1 に示すとおりである。 
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図表 11-1 ダイナミック・ケイパビリティに関する質問と回答結果 

N=202 

 

※質問番号の最後に表示されている “r” はリバース質問を指し、数値は反転済み。 

質問 平均 標準偏差 中央値 最小値 最大値

共通のビジョン

Q5.A1 幹部には目的の共通性がある。 5.58 0.94 6 1 7

Q5.A2 組織としてのビジョンは，全面的に合意されている。 5.50 0.98 6 1 7

Q5.A3 幹部は，組織の目標にコミットしている。 5.36 1.04 5 2 7

Q5.A4 従業員は，組織全体の目標やミッションに対して熱心に

取り組んでいる。

5.19 0.96 5 2 7

Q5.A5r 明確に定義された組織としてのビジョンが，幹部には欠け

ている。

5.18 1.25 5 1 7

内部の一体感

Q5.B1 幹部は，外部からの批判に対しては，即座にお互いを

守ろうとする。

4.20 1.19 4 1 7

Q5.B2 たいていの組織としての重要な意思決定には，幹部全

員の考えが含まれている。

4.78 1.19 5 2 7

Q5.B3 幹部は，お互いにとてもうまく付き合っている。 4.81 1.02 5 1 7

Q5.B4 幹部は，いつでも協力し，助け合う準備ができている。 4.97 1.05 5 2 7

Q5.B5r 最終決定に至ると，少なくとも幹部の一人は，反対に

思っていることが通例である。

4.37 1.16 4 1 7

Q5.B6r 幹部の間には，大変な競争がある。 4.51 1.08 5 1 7

Q5.B7 幹部同士の関係は，盤石である。 4.42 1.01 4 1 7

共通の報酬制度

Q5.C1 幹部の変動給与は，組織としてどれだけ良い業績を達

成したかに基づいている。

4.65 1.50 5 1 7

Q5.C2 幹部の給与の半分以上は，変動報酬（ボーナス，ス

トック・オプション，利益処分等）となっている。

2.61 1.56 2 1 7

Q5.C3 幹部のインセンティブ支給は，組織としてどれだけ良い業

績を達成したかに基づいている。

4.26 1.60 5 1 7

戦略意図

Q8.1 両方の活動の重要性を認識させる説得力のある戦略意

図が存在している。

4.85 1.27 5 1 7

組織的取り組みの分化・統合

Q8.2 両方の活動を支えるために，組織的な取り組み（ビジ

ネスモデルや文化など）がうまく分化・統合されている。

4.39 1.24 4 1 7



 
 

 

43 

 

4.2.2 両利きのモード 

両利きのモードについては、「分離」、「切り替え」、「自律」、「外部エコシステム」という

四つの組織モードに「その他（どのような組織設計となっているのかも具体的に記述）」と

いう選択肢を追加して、五つの組織モードでの回答を依頼した。複数の組織モードを同時

採用している可能性も考慮し、想定された事業に対して各モードがどれだけ適合している

のか、合計で 100%となるよう五つの組織モードの構成比を問う質問とした。回答として

は、各社でパーセンテージが最大となっているものをひとつ特定し、当該会社（想定され

る事業）の組織モードとして認識することになる。 

ところが、適切に回答されていない（例えば、合計で 100%になっていない）ケースや、

一社（一事業）でどのモードが採用されているのか特定できないケース（例えば、四つの

組織モードに 25％ずつ配分しているというようなこと）もあり、最終的な有効サンプル数

は、151 にとどまった。結果は図表 11-2 のとおりとなっている。 

 

図表 11-2 両利きのモードに関する回答結果 

N=151    

 

 

4.2.3 マネジメント・コントロール 

第 2 章で、イノベーションの文脈でマネジメント・コントロールを検討していくには、

診断的コントロールとインタラクティブ・コントロールとに大別してみることができると

述べた。しかし、マネジメント・コントロール研究において、どういった管理会計ツール

の利用を想定するのかということについては議論が分かれるところである。例えば、管理

会計ツールは数限りないので、現実的には限定する必要があるという見解（Bedford 2015; 

Simons 1987, 2000）や、恣意的に特定するとサンプル・データの歪みに繋がるという指

摘（西居 2012）、そして管理会計ツールの一部のみがいずれかの、または両方のコントロ

ール手法で用いられているケースがあるという指摘（Marginson 2002）等がある。 

本研究では、Bedford（2015）や Simons（1987, 2000）の見解に則り、コントロール

分離型 切り替え型 自律型
外部エコ

システム型
その他

回答社数 45 24 67 15 0
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の対象としては予算と業績評価システムに絞って、診断的コントロールとインタラクティ

ブ・コントロールの両方を測定することとする。イノベーションの文脈でこれまで検討さ

れてきたマネジメント・コントロールは、予算と業績に関するものが多い（例えば、

Abernethy and Brownell 1999; Bisbe and Otley 2004; Henri 2006）ということもあるが、

予算は伝統的に管理会計の実務として広く採用されている（Abernethy and Brownell 

1999; Bisbe and Otley 2004; Govindarajan 1988; Simons 1991, 1995）ことから、不特定

多数のサンプル・データを対象とする際には網羅性が期待できる。業績評価システムも、

非財務的な指標のモニタリングを含め経営管理者が利用するツールとして普及している

（Bonner et al. 2002; Davila 2000; Kaplan and Norton 1996, 2000; Tuomela 2005; 

Wouters 2009）ことから、予算と同様に幅広くサンプルを網羅できると考えられる。 

したがって、診断的コントロールとインタラクティブ・コントロールに関する質問票は、

Bedford（2015）と同様のものを用いる。具体的な質問と回答結果は、図表 11-3 に示すと

おりである31。 

  

                                                   
31 質問票では、経営管理システムに関する設問として「予算や業績評価システム」の使用

について回答するよう注記している。 
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図表 11-3 マネジメント・コントロールに関する質問と回答結果 

N=202 

 

 

4.2.4 両利きのイノベーション 

両利きのイノベーションについては、活用型イノベーションと探索型イノベーションの

両方を測定する必要があるが、イノベーションの対象を何にするのかという問題がある。

第 2 章で示したとおり、近年の定量的な研究ではイノベーションの対象を製品やサービス

に限定しているものが多いが、両利きの経営がイノベーション・マネジメントに深く関係

するということも考慮し、本研究では対象の幅を広げることとする。具体的には、Davila 

et al.（2006）32を参照し、ビジネス・モデルとテクノロジーの変革を切り口とした、製品・

サービス、社内プロセス（製造・販売・サービス提供）、外部組織の活用（仕入れ先・得意

                                                   
32 Davila et al.（2006）では、イノベーションの理論的な区分としてビジネス・モデルと

テクノロジーのいずれもが新規の場合をラディカル（本研究でいう探索型イノベーション）、

いずれもが既存に近い場合をインクリメンタル（同活用型イノベーション）、そしていずれ

か一方が新規の場合をセミラディカルと記述しているが、実証には至っていない。 

質問 平均 標準偏差 中央値 最小値 最大値

診断的コントロール

Q12.1 重要業績指標（戦略の達成度を示す指標）を特定す

るために，経営管理システムを使用する程度

5.58 0.94 6 1 7

Q12.2 重要業績指標の目標設定に，経営管理システムを使

用する程度

5.50 0.98 6 1 7

Q12.3 主要な業績目標に対する進捗を管理するために，経営

管理システムを使用する程度

5.36 1.04 5 2 7

Q12.4 経営管理システムが，業績目標と実績との乖離を修正

するための情報を提供している程度

5.19 0.96 5 2 7

Q12.5 業績に関わる重要な事項をレビューするために，経営管

理システムを使用する程度

5.18 1.25 5 1 7

インタラクティブ・コントロール

Q12.6 定期的かつ頻繁に協議事項を検討するために，経営管

理システムを使用する程度

4.20 1.19 4 1 7

Q12.7 従業員に定期的かつ頻繁に協議事項を検討させるため

に，経営管理システムを使用する程度

4.78 1.19 5 2 7

Q12.8 部下や同僚と，主要事業に関わる前提・仮説・行動計

画を見直し，継続的に議論するために，経営管理シス

テムを使用する程度

4.81 1.02 5 1 7

Q12.9 戦略の不確実性(戦略を無に帰する要因や新戦略を導

くもの)を注視するために，経営管理システムを使用する

程度

4.97 1.05 5 2 7

Q12.10 従業員との対話や情報共有を促進するために，経営管

理システムを使用する程度

4.37 1.16 4 1 7
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先等のサプライ・チェーン／戦略的提携／M&A）、顧客、といった面でのイノベーション

実現に関する質問を設定する。各質問と回答結果は、図表 11-4 に示すとおりである。 

 

図表 11-4 両利きのイノベーションに関する質問と回答結果 

N=202 

 

 

質問 平均 標準偏差 中央値 最小値 最大値

製品・サービス価値向上によるビジネス・モデル変革

Q9.A1 これまでにない価値をもたらす画期的な製品・サービスの

提供

4.21 1.41 4 1 7

Q9.A2 既存の製品・サービスの提供の延長線上にある価値の

向上

5.21 0.92 5 1 7

Q9.B1 これまでにない挑戦的な変更 3.91 1.36 4 1 7

Q9.B2 既存知識を活用する変更 4.97 0.85 5 3 7

Q9.C1 これまでにない挑戦的な変更 4.07 1.53 4 1 7

Q9.C2 既存の枠組みを活用する変更 4.59 1.15 5 1 7

顧客の変更によるビジネス・モデル変革

Q9.D1 これまでの市場セグメントとは異なる顧客の獲得 3.85 1.60 4 1 7

Q9.D2 これまでの市場セグメント内での新たな顧客の獲得 5.00 1.11 5 1 7

提供する製品・サービスに関する技術変革

Q9.E1 画期的製品・サービスの開発・提供 4.17 1.44 4 1 7

Q9.E2 既存製品・サービスの改善 5.14 0.94 5 1 7

Q9.F1 製造・販売や，サービスの提供プロセスに関わる画期的

技術の開発

3.91 1.35 4 1 7

Q9.F2 製造・販売や，サービスの提供プロセスに関わる技術の

改善

4.59 1.13 5 1 7

経営管理システムにおける技術変革

Q9.G1 画期的な経営情報システムの構築 3.71 1.31 4 1 7

Q9.G2 既存の経営情報システムの改善 4.56 1.05 5 1 7

社内プロセス（製造・販売・サービス提供等）における

ビジネス・モデル変革

外部組織の活用（仕入先・得意先等のサプライ・チェーン／戦略的

提携／M&A）によるビジネス・モデル変革

社内外のビジネス・プロセス（製造／販売・サービス提供等）

に関する技術変革
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4.2.5 コントロール変数 

質問票調査において回答主体となっている（回答に際して想定されている）事業の規模、

業種、そして環境といった要素をコントロール変数として測定する。これらは、本研究が

参照する先行研究の中でも中心的な位置づけにある Bedford（2015）や、Jansen et al.

（2008, 2009）、Reeves et al.（2015）、Ylinen and Gullkvist（2014）等においても用い

られている。事業の規模については従業員数をベースに五段階で、業種については製造業・

非製造業の区分を、そして環境については Bedford and Malmi（2015）や Dess et al.（1997）、

Miller（1983）を参照し、ダイナミズムの程度と多様性の度合いを七段階でそれぞれ測定

した。事業の規模と業種は図表 10-2 に、環境に関する質問と回答結果は図表 11-5 に示す

とおりである。 

 

図表 11-5 コントロール変数（環境）に関する質問と回答結果 

N=202    

事業環境 

 

  

質問 平均 標準偏差 中央値 最小値 最大値

ダイナミズムの程度

Q2.1 顧客（需要のレベル，顧客ニーズなど）の変化 5.41 1.04 5 2 7

Q2.2 サプライヤー（主要な供給市場，資源の品質など）の

変化

4.68 1.29 5 1 7

Q2.3 競争者（競争者の参入や撤退，戦術や戦略など）の

変化

4.78 1.29 5 2 7

Q2.4 技術（R&Dの進展，プロセス・イノベーションなど）の変

化

4.58 1.28 5 1 7

Q2.5 経済や規制の変化 4.75 1.40 5 1 7

多様性の度合い

Q3.1 顧客一人ひとりの製品やサービスに関するニーズの多様

性

4.78 1.43 5 1 7

Q3.2 競争者間での戦略や戦術の多様性 4.38 1.46 5 1 7

Q3.3 提供する製品・サービス間の技術の多様性 4.34 1.43 5 1 7
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4.3 変数の設定 

本節では、前節で示した質問票調査の結果を用い、分析に必要な変数を設定するための

手続きについて述べる。 

コントロール変数の「事業規模」と「事業の業種」を除く変数の設定に際しては、全て

の質問について天井効果と床効果の影響を確認し、最尤法による探索的因子分析（EFA; 

Explorative Factor Analysis）を実施した。スクリー基準で固有値 1 以上の因子数を特定

したうえで因子負荷量 0.4 未満の質問を除外し、改めて因子分析（プロマックス回転）を

行った33。ただし、インタラクティブ・コントロールについては Bisbe et al.（2007）や

Bedford（2015）に準じ、Reflective な（反映型の）因子分析ではなく Formative な（形

成型の）因子分析を行っている。 

探索的因子分析に加えて確認的因子分析（CFA; Confirmative Factor Analysis）を実施

することで、収束的妥当性や弁別的妥当性といった構成概念妥当性も検証している。収束

的妥当性とは、理論的に類似している概念が実際に関連していることが前提となっており、

潜在変数と観測変数との対応関係の強さ（標準化推定値）や、各変数の平均分散抽出（AVE; 

Average Variance Extracted）により判断される。もうひとつの弁別的妥当性とは、理論

的に異なる概念が実際にはそれほど関連していないことが前提で、因子間相関と AVE と

の比較や、モデル適合度（カイ二乗検定・RMSEA・Fit index 等）によって判断される

（Anderson and Gerbing 1988; Fornell and Larcker 1981; Hair et al. 2008）。これらの

方法は統計的に洗練されつつあり、その有用性が示されている（村山 2012）。確認的因子

分析による構成概念妥当性の判断基準は、サンプル数を考慮し Fornell and Larcker（1981）

や Hair et al.（2008）に準じて次のとおりとした34。 

 

収束的妥当性 

潜在変数に対する因子負荷量:      0.70 以上 

AVE（Σ標準化係数の平方÷項目数）:     0.50 以上 

                                                   
33 コントロール変数の事業環境については、因子負荷量 0.4未満の質問を除外していない。

質問数自体が少ないこともあるが、多くの先行研究で十分な頑健性が確認されているため、

質問項目を減らさずに変数を合成した。 
34 Fornell and Larcker（1981）ではサンプル数の基準を 200 として、Hair et al.（2008）

では同 250 を基準として分類している。 
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弁別的妥当性 

因子間相関係数の平方:       AVE の値未満 

カイ二乗（χ2）÷自由度（df）:      2.00 以上 5.00 以下 

RMSEA（Root Mean Square Error of Approximation）：   0.08 以下 

CFI（Comparative Fit Index）：      0.95 以上 

GFI（Goodness of Fit Index）：      0.90 以上 

AGFI（Adjusted Goodness of Fit Index）：    0.90 以上 

 

 

次に、変数毎の手続きについて述べる。なお、変数の合成に際しては、各回答の平均値を

用いることとする。 

 

ダイナミック・ケイパビリティ 

ダイナミック・ケイパビリティについては、探索的因子分析の結果、図表 12-1 のとおり

「共通のビジョン」に関する質問（Q5.A1-A5）とともに、新たに追加した「戦略意図」に

関する質問（Q8.1）や、「組織的な取り組みの分化・統合」に関する質問（Q8.2）が一因

子に収束している。よって、この因子は「両利きへの組織的コミットメント」という名称

とした。他の二因子は概ね先行研究どおりの収束を示したため、それぞれの名称を「幹部

の一体感」、「業績連動の幹部報酬」とした。信頼性を示すα係数も全て 0.7 を上回ってお

り、問題ないレベルにある。 

次に妥当性の検証であるが、Q5.C2（幹部報酬の変動部分のウェイトに関する質問）の

潜在変数への因子負荷量が 0.58 となっており、基準値の 0.70 を若干下回っている。その

影響もあってか、「業績連動の幹部報酬」の AVE が 0.49 と基準値に 0.01 届いていない。

また、CFI と AGFI も若干ではあるが基準値を満たしていない。しかし、その他は全て基

準を満たしており、モデルとしての適合度に大きな問題はないと考えられる。 

以上のことから、ダイナミック・ケイパビリティを表す三つの変数については、探索的

因子分析の結果をそのまま適用して合成する。 
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マネジメント・コントロール 

マネジメント・コントロールについては、先述のとおり「診断的コントロール」はその

他の変数と同様に反映型の因子分析を、「インタラクティブ・コントロール」は形成型の因

子分析を、それぞれ実施した。 

その結果、図表 12-2 に示すとおり「診断的コントロール」はひとつの因子に収束し、α

係数は 0.95 となった。潜在変数への因子負荷量や AVE の値も、全く問題ない水準にある。

χ2/df や RMSEA の値は基準値から大きく外れているものの、CFI や GFI は基準を満たし

ている。また一因子への収束であることや、概念としては多くの先行研究で十分な頑健性

が確認されていること等から、これら五つの質問項目で変数を合成しても問題ないと判断

した。 

「インタラクティブ・コントロール」は、二つの主成分で 80%以上の分散を説明できる

結果となっている。多重共線性の影響を判断するための VIF（Variance Inflation Factor）

は、Q12.8（「部下や同僚と、主要事業に関わる前提・仮説・行動計画を見直し、継続的に

議論するために、経営管理システムを使用する程度」）のみが 3.50 となっており、基準値

を満たしてはいない35。しかし、極端に大きな差があるわけではなく、他の質問は基準内

ということで、変数を合成する際にはそのまま適用することとした。 

 

両利きのイノベーション 

図表 12-3 では、両利きのイノベーションは先行研究のとおりに「探索型イノベーション

実現」と「活用型イノベーション実現」の二因子に収束している。それぞれのα係数は 0.90

と 0.78 となっており、信頼性の問題はない。 

一方、妥当性の検証においては、潜在変数への因子負荷量は Q9.G2（「既存の経営情報

システムの改善」）が 0.68 で基準値を若干下回っている以外、全て基準を満たしている。

AVE は、活用型イノベーションが 0.34 で基準値を大幅に下回ることとなった。また、モ

デル適合度については、いずれも微妙に基準を満たしていない。このような結果となった

のは、先述のとおり、製品やサービスにフォーカスした既存の質問票からイノベーション

の対象を広げ、ビジネス・モデルとテクノロジーの変革を切り口とした様々な要素を盛り

                                                   
35 一般的な統計理論では 10 が基準になるとされているが、形成型指標の場合には 3.3 が

基準になるとされている（Petter et al. 2007）。 
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込んだことによる影響を受けている可能性がある。村山（2012）によると、信頼性と妥当

性は、一方を高めようとするともう片方が低くなりがちであり、こうした現象は「帯域幅

と忠実度のジレンマ」と呼ばれている。質問の幅を広げることで信頼性を高めようとした

結果、妥当性に影響してしまったということが考えられる。 

しかしながら、妥当性検証項目の多くは基準値から著しく外れているわけではない。ま

た両利きのイノベーションをより多面的に捉え、イノベーション・マネジメントの特性を

変数に反映させることを企図していることから、妥当性に関する若干の問題は研究課題の

達成という目的と比較して、十分に受け入れることが可能なレベルであるといえる。本研

究自体が探索的
．．．

であることに起因する問題といえよう。したがって、探索的因子分析の結

果をそのまま適用し、両利きのイノベーションを表す二つの変数を合成する。 

 

事業環境 

事業環境については、探索的因子分析の結果、図表 12-4 のとおり「ダイナミズムの程度」

と「多様性の度合い」という二つの因子に収束している。ただし、先述のとおり因子負荷

量が 0.4 を下回る Q2.4（「技術（R&D の進展，プロセス・イノベーションなど）の変化」 

= 0.32）や Q3.1（「顧客一人ひとりの製品やサービスに関するニーズの多様性」 = 0.37）

は、除外せずにそのまま適用とした。また、Q3.3（「提供する製品・サービス間の技術の

多様性」）の因子負荷量は 1.0 を超えているが、これはプロマックス回転を行っている影響

と考えられる。 

妥当性の検証では、潜在変数への因子負荷量は全て基準値を満たしているが、「多様性の

度合い」の AVE が 0.34 で基準値を下回っている。その他は全て基準内に収まる結果とな

った。以上のことから、全く問題がないわけではないが、これまでにも多くの先行研究で

用いられていることを踏まえ、「ダイナミズムの程度」と「多様性の度合い」をコントロー

ル変数としてそのまま適用する。 

 

その他のコントロール変数 

事業の業種については製造業ダミーを 1、その他を 0 として変数化し、事業規模につい

ては従業員数に応じた五段階の回答をそのまま適用した。 

 



 
 

 

52 

 

 

 

 

  

図
表
1
2
-1
　
因
子
分
析
と
妥
当
性
検
証
の
結
果
（
ダ
イ
ナ
ミ
ッ
ク
・
ケ
イ
パ
ビ
リ
テ
ィ
）

ダ
イ
ナ
ミ
ッ
ク
・
ケ
イ
パ
ビ
リ
テ
ィ

F
a
c
to

r1
F
a
c
to

r2
F
a
c
to

r3
共

通
性

α
係

数
A
V
E

両
利

き
へ

の
組

織
的

コ
ミ
ッ
ト

メ
ン

ト
0
.8

6

Q
5
.A

1
0
.8

4
-0

.0
4

-0
.0

5
0
.6

6
1
.0

0
0
.5

0

Q
5
.A

2
0
.8

4
-0

.1
0

-0
.0

1
0
.6

2
0
.9

5

Q
5
.A

3
0
.6

5
0
.1

8
0
.0

6
0
.6

2
0
.9

8

Q
8
.1

0
.6

5
-0

.0
4

0
.0

6
0
.4

2
0
.8

1

Q
5
.A

5
r

0
.6

1
0
.0

4
-0

.1
3

0
.3

7
0
.7

4

Q
8
.2

0
.5

6
0
.0

9
0
.0

4
0
.3

9
0
.7

8

幹
部

の
一

体
感

0
.8

2

Q
5
.B

4
0
.0

2
0
.9

2
-0

.0
3

0
.8

6
1
.7

5
0
.5

6

Q
5
.B

3
-0

.0
6

0
.8

0
0
.0

2
0
.6

0
1
.4

8

Q
5
.B

7
0
.0

5
0
.6

9
0
.0

3
0
.5

2
1
.4

1

Q
5
.B

2
-0

.0
2

0
.5

3
0
.0

1
0
.2

7
1
.0

0

業
績

連
動

の
幹

部
報

酬
0
.7

2

Q
5
.C

3
-0

.0
2

-0
.0

6
0
.8

6
0
.7

1
0
.9

3
0
.4

9

Q
5
.C

1
-0

.0
2

0
.1

1
0
.7

4
0
.5

8
1
.0

0

Q
5
.C

2
0
.0

6
-0

.1
3

0
.5

0
0
.2

5
0
.5

8

寄
与

率
2
2
.7

%
1
7
.9

%
1
1
.9

%

累
積

寄
与

率
2
2
.7

%
4
0
.6

%
5
2
.6

%

1
2

3
χ

2
/d

f
2
.4

1

両
利

き
へ

の
組

織
的

コ
ミ
ッ
ト

メ
ン

ト
0
.5

0
R
M

S
E
A

0
.0

8

幹
部

の
一

体
感

0
.0

6
0
.5

6
C
F
I

0
.9

2

業
績

連
動

の
幹

部
報

酬
0
.0

4
0
.0

1
0
.4

9
G

F
I

0
.9

0

A
G

F
I

0
.8

6

3

潜
在

変
数

へ
の

因
子

負
荷

量

因
子

間
相

関
係

数
の

平
方

と
A
V
E
（

網
掛

け
箇

所
）

モ
デ

ル
適

合
度

1 2



 
 

 

53 

 

 

 

 

 

  

図
表
1
2
-2
　
因
子
分
析
と
妥
当
性
検
証
の
結
果
（
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
・
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
）

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
・コ
ン
ト
ロ
ー
ル

F
a
c
to

r1
共

通
性

α
係

数
A
V
E

診
断

的
コ
ン

ト
ロ

ー
ル

0
.9

5

Q
1
2
.2

0
.9

4
0
.8

8
1
.0

1
0
.7

7

Q
1
2
.1

0
.9

3
0
.8

7
1
.0

0

Q
1
2
.3

0
.8

7
0
.7

5
0
.9

3

Q
1
2
.5

0
.8

5
0
.7

3
0
.9

2

Q
1
2
.4

0
.8

1
0
.6

5
0
.8

7

寄
与

率
7
7
.4

%

累
積

寄
与

率
7
7
.4

%

χ
2
/d

f
1
1
.5

5

R
M

S
E
A

0
.2

3

C
F
I

0
.9

5

G
F
I

0
.9

0

A
G

F
I

0
.6

9

イ
ン

タ
ラ
ク
テ

ィ
ブ

・
コ
ン

ト
ロ

ー
ル

P
C
1

P
C
2

V
IF

Q
1
2
.6

0
.3

9
-0

.7
3

1
.9

0

Q
1
2
.7

0
.4

6
-0

.3
5

2
.8

2

Q
1
2
.8

0
.4

9
0
.2

0
3
.5

0

Q
1
2
.9

0
.4

5
0
.3

5
2
.6

2

Q
1
2
.1

0
0
.4

5
0
.4

2
2
.4

1

寄
与

率
6
8
.8

%
1
4
.4

%

累
積

寄
与

率
6
8
.8

%
8
3
.2

%

潜
在

変
数

へ
の

因
子

負
荷

量

モ
デ

ル
適

合
度



 
 

 

54 

 

 

 

 

  

図
表
1
2
-3
　
因
子
分
析
と
妥
当
性
検
証
の
結
果
（
両
利
き
の
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
）

両
利
き
の
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

F
a
c
to

r1
F
a
c
to

r2
共

通
性

α
係

数
A
V
E

探
索

型
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョン
実

現
0
.9

0

Q
9
.E

1
0
.9

3
-0

.0
6

0
.8

3
1
.1

7
0
.5

6

Q
9
.A

1
0
.8

1
-0

.1
0

0
.6

1
1
.0

0

Q
9
.F

1
0
.7

8
0
.0

9
0
.6

7
1
.0

5

Q
9
.B

1
0
.7

5
0
.0

4
0
.5

9
1
.0

0

Q
9
.D

1
0
.6

8
-0

.0
4

0
.4

4
0
.8

6

Q
9
.C

1
0
.6

4
0
.0

6
0
.4

3
0
.8

5

Q
9
.G

1
0
.5

6
0
.1

3
0
.3

8
0
.7

8

活
用

型
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョン
実

現
0
.7

8

Q
9
.E

2
-0

.0
1

0
.7

0
0
.4

8
1
.1

2
0
.3

4

Q
9
.A

2
-0

.0
9

0
.6

5
0
.3

9
1
.0

0

Q
9
.C

2
-0

.0
4

0
.6

2
0
.3

7
0
.9

4

Q
9
.F

2
0
.1

6
0
.6

2
0
.4

8
1
.0

3

Q
9
.B

2
-0

.1
0

0
.6

2
0
.3

4
0
.8

9

Q
9
.G

2
-0

.0
5

0
.4

8
0
.2

1
0
.6

8

Q
9
.D

2
0
.0

2
0
.4

4
0
.2

0
0
.7

2

寄
与

率
2
8
.0

%
1
7
.9

%

累
積

寄
与

率
2
8
.0

%
4
6
.0

%

1
2

χ
2
/d

f
3
.2

9

探
索

型
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

0
.5

6
R
M

S
E
A

0
.1

1

活
用

型
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

0
.0

3
0
.3

4
C
F
I

0
.8

6

G
F
I

0
.8

5

A
G

F
I

0
.8

0

潜
在

変
数

へ
の

因
子

負
荷

量

モ
デ

ル
適

合
度

1 2

因
子

間
相

関
係

数
の

平
方

と
A
V
E
（

網
掛

け
箇

所
）



 
 

 

55 

 

 

 

 

 

  

図
表
1
2
-4
　
因
子
分
析
と
妥
当
性
検
証
の
結
果
（
事
業
環
境
）

事
業
環
境

F
a
c
to

r1
F
a
c
to

r2
共

通
性

α
係

数
A
V
E

ダ
イ

ナ
ミ
ズ

ム
の

程
度

0
.6

4

Q
2
.3

-0
.2

3
0
.7

8
0
.4

1
1
.1

2
0
.5

6

Q
2
.1

-0
.1

3
0
.6

1
0
.2

8
1
.0

0

Q
2
.5

0
.0

5
0
.4

4
0
.2

2
1
.0

8

Q
2
.2

-0
.1

0
0
.4

3
0
.1

4
0
.7

3

Q
2
.4

0
.3

0
0
.3

2
0
.3

2
1
.3

0

多
様

性
の

度
合

い
0
.8

2

Q
3
.3

1
.1

4
-0

.2
2

1
.0

0
1
.3

4

Q
3
.2

0
.6

3
0
.2

1
0
.6

3
1
.3

9

Q
3
.1

0
.3

7
0
.2

9
0
.3

7
1
.0

0
0
.3

4

寄
与

率
2
5
.1

%
2
0
.5

%

累
積

寄
与

率
2
5
.1

%
4
5
.6

%

1
2

χ
2
/d

f
2
.1

3

ダ
イ

ナ
ミ
ズ

ム
の

程
度

0
.2

6
R
M

S
E
A

0
.0

8

多
様

性
の

度
合

い
0
.0

4
0
.6

2
C
F
I

0
.9

5

G
F
I

0
.9

5

A
G

F
I

0
.9

1

潜
在

変
数

へ
の

因
子

負
荷

量

因
子

間
相

関
係

数
の

平
方

と
A
V
E
（

網
掛

け
箇

所
）

モ
デ

ル
適

合
度

1 2



 
 

 

56 

 

4.4 分析方法 

前節で設定した変数を用いて仮説を検証するわけであるが、分析モデルとしては、

Jansen et al.（2008）と同様、比較的シンプルな構造となっている。したがって、基本的

には（仮説 2 を除いては）回帰分析で検証を行う36。仮説 2 については、両利きのモード

間でダイナミック・ケイパビリティのレベルに違いがあるかどうかを検証することになる

ため、分散分析を用いる。 

回帰分析モデルにおいて、独立変数（ダイナミック・ケイパビリティ）やモデレータ変

数（マネジメント・コントロール37）、そして従属変数（両利きのイノベーション）のいず

れもが複数の概念で構成されることになるため、どのように取り扱うのかは検討を要する。 

ダイナミック・ケイパビリティについては、最終的に全ての概念で検証する必要はある

が、先行研究にはない包括的な検討を行うことや、マネジメント・コントロールとの関係

性にフォーカスしやすくなることから、ダミー変数化してモデルに投入することが考えら

れる。つまり、ダイナミック・ケイパビリティを構成する概念の高低でサンプルを分類し、

独立変数としてモデルの検証に用いるということである。 

両利きのイノベーションについても、先行研究の多くで行われてきた変数操作、つまり

活用型イノベーションと探索型イノベーションの両変数の和や積を用いて表すのではなく、

いずれもが高いスコアを示しているサンプルとそうでないサンプルを分類してダミー変数

とすることが考えられる38。その場合には、ロジスティック回帰分析により検証すること

になる。 

以上のことから、仮説 1、3、4-a、4-b、5 は、次の回帰式をステップワイズに検証して

いくこととする。 

 

 

                                                   
36 仮説 3、4-a、4-b、5 では、「影響」という言葉を用いてはいるものの、必ずしも因果の

方向を示しているというわけではなく、有意な関係性があるか否かという趣旨で便宜上そ

のように表現している。したがって、回帰分析による検証を行う。 
37 マネジメント・コントロールは、モデレータ変数としてだけでなく、独立変数としても

分析モデルに含まれている。 
38 先行研究の多くは、図表 4 に示した「垂直型」を前提として変数操作を行っているが、

March（1991）はむしろ「ゼロ・サム型」の方を前提としていることから、活用型イノベ

ーションと探索型イノベーションの変数を用い、両利きイノベーションとしてひとつのダ

ミー変数に変換する方が、本研究のコンセプトとも整合的である。 
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INNOVi = β0 + β1DCi + β2MCi + β3DCi*MCi + β4ENVi 

+ β5MFGi + β6SIZEi+ εi 

 

INNOV : 両利きのイノベーション 

DC : ダイナミック・ケイパビリティ 

MC : マネジメント・コントロール 

ENV : 事業環境［コントロール変数］ 

MFG : 事業の業種［コントロール変数／ダミー］ 

SIZE : 事業規模［コントロール変数］ 
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第 5 章 分析結果 

本章では、前章で設定した各変数の記述統計量および相関係数を示したうえで、仮説の

検証を行う。 

さらに、各仮説の背景や前提となっている状況を探るべく追加分析を実施し、検証結果

の頑健性を確認するとともに、それらをより深く掘り下げて考察する。 

 

5.1 記述統計 

因子分析結果を踏まえて合成された各変数について、記述統計量と相関係数を図表 13

に示す。 

ダイナミック・ケイパビリティの構成要素である「両利きへの組織的コミットメント」

や「幹部の一体感」は、中間値の 4.0 を上回る平均値となっている一方、「業績連動の幹部

報酬」はそれを下回っている。組織としてのビジョンや戦略意図があり、組織的な分化・

統合のレベルが高く、幹部の関係も磐石ではあるが、幹部の報酬と組織業績とのリンクは

それほど強くはないという結果であった。報酬と業績とのリンクがあまり強くないという

のは、日本企業の特徴が表れているといえるのかも知れない。 

次に、マネジメント・コントロールの構成要素である「診断的コントロール」の平均値

は、「インタラクティブ・コントロール」のそれよりも 0.87 ポイント高く、どちらかとい

えば「診断的コントロール」の方が広く（強く）行われていることがうかがえる。ただし、

「インタラクティブ・コントロール」の平均値も 4.0 を超えており、必ずしもそれ自体が

できていないというわけではない。 

イノベーションの実現については、「活用型イノベーション実現」の平均値が「探索型イ

ノベーション実現」のそれを大きく上回る結果となり、一般に日本企業の特徴といわれる

側面が表れている。しかしながら「探索型イノベーション実現」の平均値も 4.0 に近く、

全くできていないというレベルではないこともみてとれる。 

事業環境の構成要素である「ダイナミズムの程度」や「多様性の度合い」は、いずれも

が 4.0 を上回る平均値を示している。 

相関係数表では、「両利きへの組織的コミットメント」の変数は、他のいくつかの変数と

の相関係数が 0.4 を上回っており、また、マネジメント・コントロールの二つの変数間や、
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事業環境の二つの変数間でも 0.4 を上回っている。これらの変数は、ある程度相関してい

ると考えられるが、その他には極端に大きな相関係数はみられなかった。 

 

図表 13 記述統計量と相関係数 

N=202   

 

 

※次頁へ続く 

  

記述統計量

変数 平均値 標準偏差 中央値 最小値 最大値

両利きへの組織的コミットメント 5.14 0.85 5.17 1.17 7.00

幹部の一体感 4.74 0.85 4.75 2.50 7.00

業績連動の幹部報酬 3.84 1.25 4.00 1.00 7.00

診断的コントロール 5.03 1.07 5.00 1.00 7.00

インタラクティブ・コントロール 4.16 1.14 4.25 1.00 7.00

探索型イノベーション実現 3.98 1.12 4.14 1.00 6.71

活用型イノベーション実現 4.87 0.67 4.86 2.71 7.00

ダイナミズムの程度 4.84 0.81 4.80 2.00 7.00

多様性の度合い 4.50 1.24 4.67 2.00 7.00

事業規模 3.03 1.51 3.00 1.00 5.00
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5.2 仮説の検証 

仮説の検証にあたり、質問項目毎に変数の正規化を行っている。また、前章で議論した

ダイナミック・ケイパビリティや両利きイノベーションのダミー変数化は、構成する全て

の変数が 4.0（7 点尺度の中間値）を超えていれば 1、その他は 0 として設定した39。つま

り、「両利きへの組織的コミットメント」、「幹部の一体感」、「業績連動の幹部報酬」のいず

れもが中間値 4.0 を上回っている場合に「ダイナミック・ケイパビリティ」ダミーは 1 を、

「活用型イノベーション実現」と「探索型イノベーション実現」のいずれもが中間値 4.0

を上回っている場合に「両利きイノベーション実現」ダミーは 1 をとる。その結果、それ

ぞれのダミーで1をとるサンプル数は、ダイナミック・ケイパビリティが66（全体の32.7%）、

両利きイノベーション実現が 99（同 49.0%）となった。 

仮説 1、3、4-a、4-b を検証するため、「両利きイノベーション実現」を従属変数として、

以下の回帰式でステップワイズにロジスティック回帰分析を行った。まず、ベースモデル

としてダイナミック・ケイパビリティ[Dummy_DC] とコントロール変数（ダイナミズム

の程度[ENV_Dyna]、多様性の度合い[ENV_Div]、事業の業種[MFG]、事業規模 [SIZE] ）

を独立変数に設定し、次に、マネジメント･コントロール変数投入モデルとして診断的コン

トロール[DIAG]とインタラクティブ・コントロール[INTR]の各変数と、両者の交互作用

項[DIAG*INTR]を追加、そして最後に、交互作用項投入モデルとしてダイナミック・ケイ

パビリティ[Dummy_DC]と診断的コントロール[DIAG]、インタラクティブ・コントロー

ル[INTR]の各変数との交互作用項（それぞれ Dummy_DC*DIAG、Dummy_DC*INTR）

を追加した。 

仮説 5 の検証にあたっては、上記二つのモデル（マネジメント･コントロール変数投入

モデルと交互作用項投入モデル）に加え、ダイナミック・ケイパビリティをダミーではな

く、それぞれの変数（両利きへの組織的コミットメント [COMMIT]、幹部の一体感

[INTEGRATION]、業績連動の幹部報酬[REWARD]）を代入して、ロジスティック回帰分

                                                   
39 一般的には、平均値や中央値を閾値としてダミー変数化することが多いが、前節の記述

統計にあるとおり、「業績連動の幹部報酬」や「探索型イノベーション実現」の平均値は

4.0 を下回っており、それを閾値とした場合にはダイナミック・ケイパビリティが高いと

はいえないサンプルや、探索型イノベーションを実現していないサンプルもダミー変数に

含まれることとなる。また、ダミー変数化する二つの変数は、いずれもが実践または実現

されているか（されてきたか）という事実を問う質問への回答で構成されているため、絶

対的な基準によって分類することとした。 
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析を実施した。 

以上のロジスティック回帰分析の結果は、図表 14-1、図表 14-2 に示すとおりとなった。

なお、図表 14-2 にあるとおり、交互作用項を除く独立変数毎に VIF を計算し、多重共線

性の問題がないことを確認している。また、Hair et al.（2008）等を参照してこのモデル

の適合度を検定した結果、的中率は 76.7%、相関比は 0.4 となり、特に大きな問題はない

といえるレベルであった40。 

 

仮説検証のための回帰式 

Dummy_INNOVi = β0 + β1Dummy_DCi + β2DIAGi + β3INTRi 

+ β4Dummy_DCi*DIAGi + β5Dummy_DCi*INTRi 

+ β6DIAGi*INTRi + β7ENV_Dynai + β8ENV_Divi 

+ β9MFGi + β10SIZEi + εi 

 

 

Dummy_INNOV : 両利きイノベーション実現［ダミー］ 

Dummy_DC : ダイナミック・ケイパビリティ［ダミー］ 

DIAG : 診断的コントロール 

INTR : インタラクティブ・コントロール 

ENV_Dyna : （環境の）ダイナミズムの程度［コントロール変数］ 

ENV_Div : （環境の）多様性の度合い［コントロール変数］ 

MFG : 事業の業種［コントロール変数／ダミー］ 

SIZE : 事業規模［コントロール変数］ 

 

回帰分析を行わない仮説 2 については、Reeves et al.（2015）が示した両利きのモード

というフレームワークそのものについての予備的検証を行った後、一元配置の分散分析を

実施した。 

                                                   
40 図表 14-2 の回帰モデルは、全 202 サンプル中 155 サンプル（ダミー群の 75 サンプル、

非ダミー群の 80 サンプル）でダミー区分と推定値が一致した。相関比は、判別スコアを

用いた全体変動に占める群内変動の和（ダミー群と非ダミー群の変動合計）の割合が 0.6

となった。 
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仮説 1 の検証 

仮説 1「ダイナミック・ケイパビリティが高いほど、両利きイノベーションを実現して

いる」については、図表 14-1 から一貫した結果が確認できる。ベースモデル、マネジメン

ト・コントロール変数投入モデル、交互作用項投入モデルのいずれにおいても、ダイナミ

ック・ケイパビリティ[Dummy_DC]は 1%水準で有意となっている。オッズ比をみても、

各モデルでダイナミック・ケイパビリティの値（3.15、2.99、3.06）は最も高くなってお

り、従属変数である両利きイノベーション実現に対して最も影響しやすいということが分

かる。 

次に、ダイナミック・ケイパビリティを表す各変数（両利きへの組織的コミットメント

[COMMIT]、幹部の一体感[INTEGRATION]、業績連動の幹部報酬[REWARD]）を代入し

た図表 14-2 をみると、両利きへの組織的コミットメント[COMMIT]と業績連動の幹部報

酬[REWARD]が 1%水準で有意、幹部の一体感[INTEGRATION]が 10%水準で有意となっ

図
表
1
4
-2
　
ロ
ジ
ス
テ
ィ
ッ
ク
回
帰
分
析
の
結
果

D
e
p
e
n
d
e
n
t 

V
a
ri
a
b
le

 :
D

u
m

m
y
_
IN

N
O

V

推
定

値
標

準
誤

差
z
値

オ
ッ
ズ

比
V
IF

(I
n
te

rc
e
p
t)

0
.0

8
0
.2

7
0
.2

9
1
.0

8

C
O

M
M

IT
1
.9

2
*
*
*

0
.4

4
4
.3

4
6
.8

1
2
.1

2

IN
T
E
G

R
A
T
IO

N
0
.5

3
*

0
.3

0
1
.7

5
1
.7

0
1
.5

2

R
E
W

A
R
D

0
.8

2
*
*
*

0
.2

7
3
.0

4
2
.2

8
1
.1

8

D
IA

G
-0

.4
6

0
.3

3
-1

.3
8

0
.6

3
1
.8

4

IN
T
R

0
.7

2
*
*

0
.3

2
2
.2

5
2
.0

5
1
.7

6

D
IA

G
*
IN

T
R

-0
.2

9
0
.2

6
-1

.1
4

0
.7

5

C
O

M
M

IT
*
D

IA
G

-1
.2

7
*
*

0
.5

1
-2

.5
0

0
.2

8

C
O

M
M

IT
*
IN

T
R

0
.8

2
*

0
.4

7
1
.7

5
2
.2

7

IN
T
E
G

R
A
T
IO

N
*
D

IA
G

0
.7

9
*

0
.4

6
1
.7

2
2
.2

1

IN
T
E
G

R
A
T
IO

N
*
IN

T
R

0
.0

6
0
.5

0
0
.1

3
1
.0

7

R
E
W

A
R
D

*
D

IA
G

-0
.3

4
0
.4

2
-0

.8
0

0
.7

1

R
E
W

A
R
D

*
IN

T
R

0
.4

2
0
.4

8
0
.8

7
1
.5

2

E
N

V
_
D

y
n
a

-0
.8

0
*
*

0
.3

8
-2

.1
2

0
.4

5
1
.5

3

E
N

V
_
D

iv
1
.1

7
*
*
*

0
.2

9
4
.0

4
3
.2

3
1
.4

3

M
F
G

-0
.1

9
0
.3

8
-0

.4
9

0
.8

3
1
.0

8

S
IZ

E
0
.0

4
0
.1

9
0
.1

9
1
.0

4
1
.0

9

--
-

*
p
<

0
.1

, 
*
*
p
<

0
.0

5
, 
*
*
*
p
<

0
.0

1

A
IC

:
2
1
8
.5

9

逸
脱

残
差

:
M

in
-2

.2
5

1
Q

-0
.7

5

M
e
d
ia

n
-0

.0
2

3
Q

0
.8

2

M
a
x

1
.8

7



 
 

 

65 

 

ている41。オッズ比も、両利きへの組織的コミットメントは 6.81 で、二番目に大きい環境

の多様性（3.23）の 2 倍を超え、群を抜いて高い。また、業績連動の幹部報酬は三番目の

オッズ比で 2.28 となっており、両利きへの組織的コミットメントとともに両利きイノベー

ション実現に対して影響しやすいという結果が得られた。 

これらのことを踏まえると、ダイナミック・ケイパビリティが高いほど、両利きイノベ

ーションは実現しやすいと考えられることから、仮説 1 は支持されたといえる。 

 

仮説 2 の検証 

仮説 2「ダイナミック・ケイパビリティのレベルは、両利きのモードによって異なる」

については、ダイナミック・ケイパビリティを構成する各要素、つまり「両利きへの組織

的コミットメント」や「幹部の一体感」、「業績連動の幹部報酬」のレベルが、両利きのモ

ード間で差があるのかということを検証する。 

本仮説の検証に先立ち、サーベイ・データが Reeves et al.（2015）のフレームワークに

どの程度合致しているのかを予備的に検証する。つまり、事業環境の変数である「ダイナ

ミズムの程度」や「多様性の度合い」といったコンテクストによって、両利きのモードが

定義されるといえるのか否かを確認する。 

まず、両利きのモードを特定することができた 151 のサンプル（図表 11-2 参照）で、

事業環境の各変数を一元配置分散分析により検定したところ、両利きのモード間で有意な

平均値の差はみられなかった。しかし、このフレームワークは両利きを実現する規範的な

組織形態を示していることから、両利きイノベーションを実現しているサンプル（上記 151

サンプルのうち、両利きイノベーション実現ダミーに該当する 73 サンプル）のみに限定

し同様の分析を行ったところ、図表 14-3 に示すとおり有意な平均値の差はみられなかった。

差がないだけでなく、「ダイナミズムの程度」と「多様性の度合い」が高い環境下で適して

いるとされる「外部エコシステム型」は、いずれの平均値も最低になっている。また分布

状況からも一貫性のある傾向が読み取り難く、したがって今回のサーベイ・データでは、

事業環境によって両利きのモードが定義されているとみなすことは難しい。 

 

                                                   
41 先述のとおり、Jansen et al.（2008）と近い結果になっている。Jansen et al.（2008）

では、「共通のビジョン」と「報酬」が両利きイノベーションの実現ドライバーとなる一方、

「内部の一体感」は有意な関係がみられなかった。 
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図表 14-3 分散分析の結果と分布状況（事業環境） 

 

 

 

 

 

分散分析の結果

ダイナミズムの程度

グループ データの個数 合計 平均 分散

分離型 23 113.60 4.94 0.57

切り替え型 12 59.80 4.98 0.54

自律型 29 144.80 4.99 0.69

外部エコシステム型 9 43.60 4.84 1.75

変動要因 変動 自由度 分散
観測された

分散比
P-値 F 境界値

グループ間 0.17 3 0.06 0.07 0.97 2.74

グループ内 51.61 69 0.75

合計 51.78 72

多様性の度合い

グループ データの個数 合計 平均 分散

分離型 23 114.00 4.96 0.89

切り替え型 12 58.00 4.83 2.43

自律型 29 150.33 5.18 0.90

外部エコシステム型 9 42.00 4.67 2.11

変動要因 変動 自由度 分散
観測された

分散比
P-値 F 境界値

グループ間 2.35 3 0.78 0.61 0.61 2.74

グループ内 88.53 69 1.28

合計 90.88 72

分布状況
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しかしながら、現実の企業行動や事業運営に即して考えると、環境によって組織形態が

定義されないとしても、やはり両利きのモードとダイナミック・ケイパビリティとの間に

は何らかの関係性が想起される。そこで、予備的検証と同じステップで仮説 2 を検証した。 

まず 151 のサンプルを用いて、ダイナミック・ケイパビリティを構成する各変数を一元

配置分散分析で検定した結果、モード間での有意な平均値の差はみられなかった。次に、

両利きイノベーション実現ダミーに該当する73サンプルによる分散分析の結果、図表14-4

に示すとおり「両利きへの組織的コミットメント」や「幹部の一体感」のレベルには差が

ないものの、「業績連動の幹部報酬」はモード間で有意な差42のあることが分かった。両利

きのモードという概念自体が、両利きイノベーションを実現する企業に当てはまる規範的

な組織形態とされていることから、仮説 2 は部分的に支持されたということができる43。 

「業績連動の幹部報酬」の値は、特に「切り替え型」の低さが際立っており、これらの

企業（事業）では組織業績に連動した幹部報酬制度の導入があまり進んでいないことを示

している44。臨機応変に戦略アプローチを変更することが前提となっている切り替え型の

モードでは、業績との連動度合いが強い報酬制度はそもそも適していない可能性がある。

そういった観点を踏まえると、仮説 2 で部分的に支持された結果は、ある意味合理的なも

のとみることができよう。 

  

                                                   
42 小数点以下の表示の問題で、図表 14-4 では 0.10 と表示されているが、p 値は 0.097 で

あった。 
43 水本・竹内（2008）によると、効果量の目安は 0.01=小、0.06=中、0.14=大 とされて

いるが、「業績連動の幹部報酬」に関する分散分析の効果量を測定したところη2=0.01 と

なった。サンプル・サイズが大きければ、異なる結果となった可能性も否定できない。 
44 図表 14-4 にあるとおり、「切り替え型」は分散が大きく、必ずしもそうではないケース

も考えられる。 
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仮説 3 の検証 

仮説 3「マネジメント・コントロール（診断的コントロールやインタラクティブ・コン

トロール）は、ダイナミック・ケイパビリティと両利きイノベーションの実現との関係に
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影響する」では、ダイナミック・ケイパビリティとマネジメント・コントロールの各変数

との交互効果が、従属変数である両利きイノベーションの実現に関係しているかどうかを

検証する。図表 14-1 の交互作用項投入モデルから、ダイナミック・ケイパビリティと診断

的コントロールとの交互作用項[Dummy_DC*DIAG]や、インタラクティブ・コントロー

ルとの交互作用項[Dummy_DC*INTR]は、両利きイノベーション実現[Dummy_INNOV]

と有意な関係のないことが分かる。 

ところが図表 14-2 をみると、ダイナミック・ケイパビリティのうち、両利きへの組織的

コミットメントと診断的コントロール、インタラクティブ・コントロールの交互作用項（そ

れぞれ[COMMIT*DIAG]、[COMMIT*INTR]）が有意になっている（推定値はそれぞれ

-1.27、0.82）。このことは、組織的なコミットメントがあるところに診断的コントロール

を行うと両利きのイノベーション実現に逆効果となり、インタラクティブ・コントロール

を行うと効果的である可能性を示している。また、幹部の一体感と診断的コントロールの

交互作用項 [INTEGRATION*DIAG]も有意になっている。業績連動の幹部報酬

[REWARD]については、マネジメント・コントロールの各変数との有意な交互作用はみら

れなかった。 

以上のことから、仮説 3 は部分的に支持されたということができる。 

 

仮説 4-a の検証 

仮説 4-a「両利きイノベーションの実現に対し、診断的コントロールは影響を与えない」

については、両利きイノベーションの実現に診断的コントロールが直接的に関係している

のか否かということを検証する。図表 14-1 のマネジメント・コントロール変数投入モデル

と交互作用項投入モデル、そして図表 14-2 から一貫した傾向が見られる。すなわち、いず

れの分析結果においても診断的コントロール[DIAG]と両利きイノベーションの実現

[Dummy_INNOV]との間に有意な関係性はみられない。このことから、仮説 4-a は支持さ

れたということができる。 

 

仮説 4-b の検証 

仮説 4-b「両利きイノベーションの実現に対し、インタラクティブ・コントロールはポ

ジティブな影響を与える」についても、仮説 4-a と同様、両利きイノベーションの実現に
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インタラクティブ・コントロールが直接的に関係しているのか否かということを検証する。

図表 14-1 のマネジメント・コントロール変数投入モデルと交互作用項投入モデル、図表

14-2 で一貫した傾向が見られる。いずれにおいてもインタラクティブ・コントロール

[INTR]は、両利きイノベーションの実現[Dummy_INNOV]に対して有意な正の関係にあ

る（推定値はそれぞれ 0.67、0.72、0.72）。したがって、仮説 4-b は支持されたといえる。 

 

仮説 5 の検証 

仮説 5「両利きイノベーションの実現に対し、診断的コントロールとインタラクティブ・

コントロールの同時利用はポジティブな影響を与える」については、図表 14-1 のマネジメ

ント・コントロール変数投入モデルと交互作用項投入モデル、そして図表 14-2 から一貫し

た傾向が見られる。いずれにおいても、診断的コントロールとインタラクティブ・コント

ロールとの交互作用項[DIAG*INTR]は、従属変数である両利きイノベーション実現

[Dummy_INNOV]との間に有意な関係性が見られない。有意ではないが符号もマイナスと

なっており（推定値はそれぞれ-0.01、-0.06、-0.29）、仮説や先行研究の実証結果とは反対

に、ネガティブな影響を及ぼす可能性が考えられる。 

したがって、仮説 5 は支持されなかった。 

 

これまでの仮説検証結果をまとめると、以下のとおりとなる。 

 

仮説 結果 

1. ダイナミック・ケイパビリティが高いほど、両利きイノベーションを実現している 〇 

2. ダイナミック・ケイパビリティのレベルは、両利きのモードによって異なる △ 

3. マネジメント・コントロール（診断的コントロールやインタラクティブ・コントロール）は、ダイナミック・ケ

イパビリティと両利きイノベーションの実現との関係に影響する 
△ 

4-a. 

4-b. 

両利きイノベーションの実現に対し、診断的コントロールは影響を与えない 

両利きイノベーションの実現に対し、インタラクティブ・コントロールはポジティブな影響を与える 

〇 

〇 

5. 両利きイノベーションの実現に対し、診断的コントロールとインタラクティブ・コントロールの同時利用

はポジティブな影響を与える 
× 

〇：支持された   △：部分的に支持された   ×：支持されなかった 
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これらの結果は、ダイナミック・ケイパビリティや両利きイノベーション実現のダミー

変数を用いて導かれたものであるが、それぞれの構成要素がどのような関係性にあるのか

ということは確認しておく必要がある。したがって、次節においてはダミー変数を用いず

に、重回帰分析による追加的な分析を行うこととする。 

仮説 2 については、事業環境が両利きのモードを規定する要因にはならないという予備

的検証の結果を受け、追加分析として各モードにおける事業の属性を検証する。また仮説

の前提となっている「一定のパフォーマンス」について、「両利きのイノベーションを実現

している」という区分（ダミー変数に該当するサンプルを用いた分析）をさらに一段掘り

下げて考察を進める。 

 

 

5.3 追加分析 

これまでの（仮説 2 以外の）仮説検証では、従属変数を両利きイノベーションの実現

[Dummy_INNOV]としてダミー変数化していた。では、その構成要素の「活用型イノベー

ション実現」や「探索型イノベーション実現」という変数を従属変数とした場合、ダイナ

ミック・ケイパビリティやマネジメント・コントロールと、それぞれのイノベーション実

現とはどのような関係になるのであろうか。この二つの重回帰分析（最小二乗法）の結果

は、図表 15 に示すとおりとなった。 

本追加分析は、前節における仮説検証結果の頑健性を補完することに加えて、それらを

より深く吟味することにも繋がるので、図表 16 に仮説検証の結果と重回帰分析の結果を

要約し、各仮説との関連についての考察を進めることとする。 

仮説 2 については、両利きのモード毎に事業の業種や規模の傾向を検証するとともに、

両利きのモードによってイノベーション（活用型イノベーションと探索型イノベーション）

実現の程度に差があるのか否かを追加分析する。特に後者の分析は、仮説の前提となって

いる「一定のパフォーマンス」を「両利きのイノベーションを実現している」と読み替え

たことの背景にも関わる。つまり、前節における検証では、両利きイノベーション実現の

ダミー区分に基づいて対象とするサンプルを限定したが、そもそも活用型イノベーション

や探索型イノベーションの実現レベルが両利きのモードによって異なるのかという、背景

にある状況を観察しようということである。これらの追加分析を行うことによって、イノ
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ベーションの実現と、両利きのモードやその他の属性との関係性をより深く理解すること

に繋がる。 

 

 

  

図表15　重回帰分析の結果

推定値 標準誤差 t値 推定値 標準誤差 t値

(Intercept) -0.15 ** 0.06 -2.53 0.01 0.06 0.18

COMMIT 0.33 *** 0.08 4.30 0.32 *** 0.08 4.00

INTEGRATION -0.03 0.06 -0.51 0.11 * 0.06 1.73

REWARD 0.08 0.05 1.49 0.18 *** 0.06 3.13

DIAG 0.16 ** 0.07 2.32 -0.16 ** 0.07 -2.32

INTR -0.03 0.06 -0.55 0.28 *** 0.06 4.37

DIAG*INTR 0.03 0.05 0.71 0.01 0.05 0.14

COMMIT*DIAG -0.21 ** 0.09 -2.31 -0.20 ** 0.10 -2.07

COMMIT*INTR 0.30 *** 0.09 3.44 0.12 0.09 1.36

INTEGRATION*DIAG 0.06 0.08 0.83 0.07 0.08 0.90

INTEGRATION*INTR -0.02 0.08 -0.20 -0.03 0.08 -0.36

REWARD*DIAG 0.06 0.08 0.68 -0.08 0.09 -0.98

REWARD*INTR -0.21 ** 0.08 -2.53 0.17 ** 0.09 1.98

ENV_Dyna 0.03 0.08 0.33 -0.14 * 0.08 -1.69

ENV_Div 0.02 0.06 0.44 0.26 *** 0.06 4.52

MFG 0.22 *** 0.08 2.68 0.01 0.09 0.10

SIZE -0.05 0.04 -1.10 -0.08 * 0.04 -1.75

Adjusted R-squared:  0.43 0.25

---

*p<0.1, **p<0.05, ***p<0.01

活用型イノベーション実現 探索型イノベーション実現
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図表 16 仮説検証と追加分析の結果 

 

変数 

イノベーションの実現 関係する 

仮説 

（検証結果） 両利き 活用型 探索型 

COMMIT +*** +*** +*** 

仮説 1（〇） INTEGRATION +*  +* 

REWARD +***  +*** 

DIAG  +** －** 仮説 4-a（〇） 

INTR +***
  +*** 仮説 4-b（〇） 

DIAG*INTR    仮説 5（×） 

COMMIT*DIAG －** －** －** 

仮説 3（△） 

COMMIT*INTR +* +***  

INTEGRATION*DIAG +*
   

INTEGRATION*INTR    

REWARD*DIAG    

REWARD*INTR  －** +** 

ENV_Dyna －**  －*  

ENV_Div +***  +***  

MFG  +***
   

SIZE   －*
  

＋：有意な正の関係   －：有意な負の関係 

*p<0.1, **p<0.05, ***p<0.01 

〇：支持された   △：部分的に支持された   ×：支持されなかった 

 

 

仮説 1 との関連 

仮説 1「ダイナミック・ケイパビリティが高いほど、両利きイノベーションを実現して

いる」に関連しては、「活用型イノベーション実現」に対しては両利きへの組織的コミット

メント[COMMIT]のみが、「探索型イノベーション実現」に対しては全ての変数（両利き
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への組織的コミットメント[COMMIT]、幹部の一体感[INTEGRATION]、業績連動の幹部

報酬[REWARD]）が、それぞれ有意な正の関係にあることが分かる。図表 14-2 で示した

ロジスティック回帰分析の結果と比較すると、ダイナミック・ケイパビリティを構成する

全ての変数が有意に正であるという点で、「探索型イノベーション実現」の方は完全に一致

しているが、「活用型イノベーション実現」は一部だけの一致にとどまっている。これは、

全てのダイナミック・ケイパビリティのレベルが高いほど、探索型イノベーションを実現

しているということを示しており、したがってダイナミック・ケイパビリティという概念

は、探索型イノベーションを実現するための要件として重要な意味があると理解できる。

一方で、両利きへの組織的コミットメント[COMMIT]が「活用型イノベーション実現」と

も「探索型イノベーション実現」とも有意な正の関係にあるということは、ダイナミック・

ケイパビリティの要素として、組織的コミットメントこそが両利きを実現していくために

最も重視されるべきということを示している。 

 

仮説 2 との関連 

前節では、両利きのモードがコンテクスト（事業環境）によって定義されるという仮説

2 の前提は実証されなかった。では、両利きのモードとその他のコントロール変数（事業

の業種や規模）の間にはどのような関係がみられるのであろうか。前節と同様に、両利き

イノベーション実現ダミーに相当する 73 サンプルを用い、両利きのモードと事業の属性

との関係を図表 17-1 に示した。切り替え型や外部エコシステム型のモードを採用している

企業数がやや少ないものの、業種の偏りはなさそうである。しかし、外部エコシステム型

の約半数が小規模事業（1-250 人）であることは、特徴的といえるかも知れない。 

 

図表 17-1 両利きのモードと事業の属性 

 

 

両利きのモード 製造業 非製造業
1-

250人

251-

500人

501-

1000人

1001-

2500人

2501人

以上
総数

分離型 11 12 5 2 3 6 7 23

切り替え型 7 5 2 1 4 2 3 12

自律型 11 18 8 3 2 10 6 29

外部エコシステム型 5 4 4 2 1 0 2 9

計 34 39 19 8 10 18 18 73

業種 事業規模（従業員数）
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次に、同じサンプルを用いて、両利きのモードによって活用型イノベーションや探索型

イノベーションの実現レベルに差があるのか否かを一元配置分散分析によって検証した。

この検証を実施することで、両利きイノベーションの実現を各モードに分解してみること

ができる。図表 17-2 をみると、活用型イノベーションの実現、探索型イノベーションの実

現ともに、両利きのモードによって有意な平均値の差があることがわかる。いずれの場合

も、平均値は分離型、切り替え型、自律型、外部エコシステム型の順に大きくなっていき、

外部エコシステム型のモードが活用型、探索型ともに最高値となっている。念のため

Tukey-Kramer 法で多重比較を行ったところ、活用型イノベーション実現は「分離型・切

り替え型 < 自律型・外部エコシステム型」という関係性が認められる一方、探索型イノ

ベーション実現は「分離型 < 外部エコシステム型」という関係性のみ認められる結果

（95%信頼区間）となった45。 

 

図表 17-2 分散分析の結果（活用型イノベーション実現／探索型イノベーション実現） 

 

                                                   
45 ただし効果量η2はそれぞれ 0.05、0.02 となっており、サンプル・サイズが大きければ

異なる結果となった可能性も考えられる。 

活用型イノベーション実現

グループ データの個数 合計 平均 分散

分離型 23 111.14 4.83 0.22

切り替え型 12 59.14 4.93 0.29

自律型 29 154.57 5.33 0.22

外部エコシステム型 9 48.86 5.43 0.29

変動要因 変動 自由度 分散
観測された

分散比
P-値 F 境界値

グループ間 4.48 3 1.49 6.26 0.00 2.74

グループ内 16.46 69 0.24

合計 20.94 72

探索型イノベーション実現

グループ データの個数 合計 平均 分散

分離型 23 106.86 4.65 0.15

切り替え型 12 57.71 4.81 0.25

自律型 29 143.71 4.96 0.37

外部エコシステム型 9 48.00 5.33 0.78

変動要因 変動 自由度 分散
観測された

分散比
P-値 F 境界値

グループ間 3.33 3 1.11 3.37 0.02 2.74

グループ内 22.75 69 0.33

合計 26.08 72
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先述のとおり、両利きイノベーションを実現している企業の中では、外部エコシステム

型のモードを採用しているところは少数派であり、またその約半数は小規模事業となって

いる。規模が小さいゆえに外部のリソースを取り込み、そうして活用型イノベーションと

探索型イノベーションを同時に高いレベルで実現できているということになる。 

 

仮説 3 との関連 

仮説 3「マネジメント・コントロール（診断的コントロールやインタラクティブ・コン

トロール）は、ダイナミック・ケイパビリティと両利きイノベーションの実現との関係に

影響する」に関連しては、（X）両利きへの組織的コミットメントと診断的コントロールの

交互作用項[COMMIT*DIAG]が、どちらの従属変数（活用型イノベーション実現・探索型

イノベーション実現）に対しても有意な負の関係となっている一方、（Y）インタラクティ

ブ・コントロールとの交互作用項[COMMIT*INTR]は、「活用型イノベーション実現」に

対してのみ有意（正）となっている。図表 14-2 をみると、両利きへの組織的コミットメン

トと診断的コントロールの交互作用項[COMMIT*DIAG]は、「両利きイノベーション実現」

に対して有意な負の関係にあるが、このことは（X）が示しているところと完全に一致し

ている。同じく、インタラクティブ・コントロールとの交互作用項[COMMIT*INTR]は、

「両利きイノベーション実現」と有意な正の関係にあり、これは（Y）による影響を受け

ている可能性が考えられる。仮説 3 の検証に際しても触れたが、組織的なコミットメント

があるところに診断的コントロールを行うと、活用型でも探索型でもイノベーションの実

現には逆効果になるということであろう。 

次に、幹部の一体感と、診断的コントロールやインタラクティブ･コントロールとの交互

作用項（それぞれ[INTEGRATION*DIAG]、[INTEGRATION*INTR]）は、いずれの従

属変数に対しても有意な関係性がみられない。図表 14-2 では、幹部の一体感と診断的コン

トロールの交互作用項[INTEGRATION*DIAG]のみが、「両利きイノベーション実現」に

対して有意な正の関係にある点で異なっている。 

最後に、業績連動の幹部報酬と診断的コントロールとの交互作用項[REWARD*DIAG]

は、いずれの従属変数に対しても有意な関係になく、インタラクティブ･コントロールとの

交互作用項[REWARD*INTR]は、「活用型イノベーション実現」とは有意な負の、「探索型

イノベーション実現」とは有意な正の関係がある。図表 14-2 では、いずれの変数も有意と
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なっていない。この結果は、業績連動報酬制度のもと、インタラクティブ・コントロール

を行うことで探索型のイノベーションは促進されるが、活用型のイノベーションには逆効

果になるということを示唆している。つまり、双方のケースが相殺しあって、結果的に「両

利きイノベーション実現」とは有意な関係がなかったというように考えられる。 

 

仮説 4-a との関連 

仮説 4-a「両利きイノベーションの実現に対し、診断的コントロールは影響を与えない」

に関連しては、診断的コントロール[DIAG]は、「活用型イノベーション実現」とは有意な

正の、「探索型イノベーション実現」とは有意な負の関係が、それぞれみられる。これらの

結果が相殺し合っているせいか、図表 14-2 では有意な関係性がみられない。このことは、

第 2 章 図表 7 で示した「診断的コントロールは活用型イノベーションに適合し、探索型

イノベーションには適合しない」という先行研究の理論や実証の結果と一致している。 

 

仮説 4-b との関連 

仮説 4-b「両利きイノベーションの実現に対し、インタラクティブ・コントロールはポ

ジティブな影響を与える」に関連しては、インタラクティブ・コントロール[INTR]は、「活

用型イノベーション実現」とは有意な関係になく、「探索型イノベーション実現」とは有意

な正の関係にある。図表 14-2 では、「両利きイノベーション実現」と有意な正の関係がみ

てとれる。これも、第 2 章 図表 7 で示した内容と概ね一致しているが、活用型イノベー

ションとインタラクティブ・コントロールの適合関係については、先行研究の理論と実証

にアンマッチがある。本追加分析における上記の結果は、先行研究の実証の方とは合致し

ているが、理論の方とは異なるものとなった。 

 

仮説 5 との関連 

仮説 5「両利きイノベーションの実現に対し、診断的コントロールとインタラクティブ・

コントロールの同時利用はポジティブな影響を与える」に関連しては、「活用型イノベーシ

ョン実現」と「探索型イノベーション実現」のいずれに対しても、診断的コントロールと

インタラクティブ・コントロールとの交互作用項[DIAG*INTR]は有意な関係にない。図表
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14-2 でも「両利きイノベーション実現」とは有意な関係性がみられないことから、結果と

しては一貫性があるということができる。 

 

理論的には、「活用型イノベーション実現」と「探索型イノベーション実現」の両変数の

値が（中間値の 4.0 よりも）大きいサンプルを「両利きイノベーション実現」としてダミ

ー変数化しているため、図表 16 において「活用型」の列と「探索型」の列を合わせると、

「両利き」の列に相当するような傾向となるはずである。実際にも概ねそのような結果と

なっている。本追加分析では「両利きイノベーション実現」を「活用型」の列と「探索型」

の列に分解してみることで、仮説検証結果の背景を理解することに繋がった。 

最後に、仮説とは直接関係がないものの、コントロール変数として従属変数に関係して

いるものについても記述しておく。 

 

ダイナミズムの程度 

ダイナミズムの程度[ENV_Dyna]は、図表 14-1 では一貫して「両利きイノベーション実

現」との有意な関係性がみられなかったが、図表 14-2 では有意な負の関係が確認できる。

その要因として「探索型イノベーション実現」とのネガティブな関係が考えられる。これ

は、環境の変化が大きいほど、探索型のイノベーションが実現されにくいことを意味して

いるが、本来は環境の変化が大きいからこそ探索型イノベーションへの取り組みが必要と

されそうなものである。しかし直近の46ダイナミズムの程度と、結果として現在実現でき

ているイノベーションとの関連性を議論する前提として、両者の間にタイム・ラグがある

可能性も否定できない。ダイナミズムの程度とイノベーション実現との関係性は、単純に

結論付けることが難しいといえる。 

 

多様性の度合い 

多様性の度合い[ENV_Div]は、図表 14-1、図表 14-2 で一貫して「両利きイノベーショ

ン実現」と有意な正の関係にあるが、その要因として「探索型イノベーション実現」との

関係性が考えられる。これもダイナミズムの程度と同様、タイム・ラグの可能性はあるが、

                                                   
46 「ダイナミズムの程度」と「多様性の度合い」に関する質問は、「過去 3 年間において」

という文言を付している。 



 
 

 

79 

 

多様性の度合いはダイナミズムの程度と違い、時間軸での変化の大きさを問うているもの

ではない47。したがって、環境が多様であるほど探索型のイノベーションが促進されやす

いということは、いえるのではなかろうか。 

 

事業の業種 

事業の業種[MFG]は、図表 14-1 と図表 14-2 では「両利きイノベーション実現」との有

意な関係性がみられない。ところが、図表 15 では「活用型イノベーション実現」と有意

な関係があり、製造業ほど活用型イノベーションが実現できているということを示唆して

いる。t 検定を行ったところ、製造業と非製造業との間で、平均値に有意な差のあること

（それぞれの平均値は 4.96 と 4.79、10%水準で有意）が分かった。 

 

事業規模 

事業規模[SIZE]は、図表 14-1 と図表 14-2 では「両利きイノベーションの実現」と有意

な関係にないが、図表 15 では「探索型イノベーション実現」と有意な負の関係にある。

規模が小さいほど探索型のイノベーションを促進しやすいということができよう。 

仮説 2 の追加分析において、外部エコシステムのモードを採用している企業（事業）は、

活用型イノベーション、探索型イノベーションともに実現度が最も高く、またそれらの約

半数は小規模事業（1-250 人）であった。外部エコシステムのモードに続いて探索型イノ

ベーションの実現度が高い自律モードの採用企業（事業）も、小規模事業に占める構成比

が高いことから、事業規模と探索型イノベーションの関係には両利きのモードも何らかの

影響を与えている可能性が考えられよう。 

  

                                                   
47 実際の質問票では、ダイナミズムの程度は「主要事業に実質的な影響をもたらした外部

環境の変化はどの程度でしたか」という質問に対し、変化の大きさを 1 点（非常に小さい）

から 7 点（非常に大きい）で回答するよう求めている。一方、多様性の度合いについては

「主要事業のビジネス環境の複雑性はどの程度でしたか」という質問に対し、多様性を 1

点（非常に類似している）から 7 点（非常に多様である）で回答するよう求めており、時

間の概念は前者ほどには意識されていないと考えられる。 
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第 6 章 結論 

本章ではこれまでの議論を総括し、本研究の貢献と限界、そして今後の課題について述

べる。 

 

6.1 分析結果のまとめ 

本研究では、まず、イノベーション・マネジメントに関わる「両利きの経営」の定義に

ついて再検討し、近年の研究と初期の研究との違いを明らかにした。それは、近年の多く

の研究が知の活用と探索の活動、すなわち March（1991）が初期の研究で示した「明示的

選択」にフォーカスしており、両利きの経営を行う組織基盤にあたる「暗示的選択」に注

意が払われていないのではないか、という問題意識に端を発したものであった。暗示的選

択は、両利きの経営を推進するためのダイナミック・ケイパビリティとして O’Reilly and 

Tushman（2008）が提示した五つの要件と合致するものであったが、そこには組織形態

だけが含まれていなかった。両利き経営の組織形態は、両利きのモード（Lavie et al. 2010）

として Reeves et al.（2015）が四つに分類しているが、これらは事業環境を基準としてい

ることから、March（1991）のいう組織形態とも概念的に一致するものであった。 

次に、イノベーション戦略を実現するために経営管理者が重視する機能のひとつである

マネジメント・コントロールについても考察し、イノベーション（「活用型」と「探索型」）

とマネジメント・コントロール（「診断的」と「インタラクティブ」）との適合性を先行研

究から明らかにした。 

そして、ダイナミック・ケイパビリティが如何にして組織業績（両利きイノベーション

の実現）に繋がるのか、その関係性を管理会計（マネジメント・コントロール）はサポー

トするのか、というリサーチ・クエッションを実証すべく、サーベイ・データに基づいて

検討した。 

結果は、ダイナミック・ケイパビリティのレベルが高いほど両利きイノベーションを実

現しているということではあったが、その関係性にマネジメント・コントロールがモデレ

ータとして介在することはなかった。ただし、ダイナミック・ケイパビリティを個々の要

素に分けて分析すると、マネジメント・コントロールが介在するケースも見られた。具体

的には、両利きへの組織的コミットメントがあるところに診断的コントロールを行うと、
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両利きイノベーション実現に対してネガティブな影響を与える、反対にインタラクティ

ブ・コントロールはポジティブな影響を与えるということや、幹部の一体感があれば診断

的コントロールはポジティブに働くというような発見があった。また、インタラクティブ・

コントロールは、単独で両利きイノベーションの実現に直接影響することも分かった。し

かし、診断的コントロールとインタラクティブ・コントロールの同時利用が、両利きイノ

ベーションの実現にポジティブな影響を与えるという仮説は支持されず、先行研究からの

想定とは異なる結果となった。 

一方、両利きイノベーションの実現は、環境のダイナミズムの程度が低いほど、多様性

の度合いが高いほど促進されやすいということが明らかになったが、これらの事業環境を

基準に分類されるはずの「両利きのモード」は、事業環境そのものが規定要因とはならず、

Reeves et al.（2015）が規範的に示したフレームワークには合致しない結果となった。し

かしながら、両利きのモードによってダイナミック・ケイパビリティのレベルが異なると

いう仮設は一部支持され、切り替え型のモードでは業績に連動した幹部報酬制度の導入が

あまり進んでいない可能性が示唆された。 

追加分析からは、活用型イノベーションにも探索型イノベーションにも有効な「両利き

への組織的コミットメント」が、両利き経営を推進していくうえで最も重要な要素になる

ことや、診断的コントロールは日本企業が得意とする活用型イノベーションの促進要因と

なる一方、探索型イノベーションには逆効果となることが分かった。また、業績連動の幹

部報酬制度は、インタラクティブ・コントロールとの併用で探索型イノベーションを促進

するが、活用型イノベーションには逆効果となることや、製造業は活用型イノベーション

を実現しやすいこと、事業規模が小さいほど探索型イノベーションを実現しやすいこと、

そして活用型イノベーション、探索型イノベーションともに、最も実現レベルが高いのは

外部エコシステム型のモードであるということも明らかになった。 

 

 

6.2 本研究の貢献 

本研究は、両利き経営の推進に必要とされるダイナミック・ケイパビリティと、マネジ

メント・コントロールに焦点をあて、広く日本企業を対象としたサーベイの結果に基づい

て検討した最初の研究である。そういった意味で、本研究自体が探索的
．．．

であり、チャレン
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ジングなプロセスを含んでいることは明らかである。しかし、様々な課題はあったものの、

理論的にも実務的にも一定の貢献はあったということができよう。 

 

理論的な貢献 

まず理論的な貢献としては、活用型か探索型かという活動にフォーカスした議論が多い

中、両利き（の組織）について実証を行ったことが挙げられる。とりわけ、初期の両利き

経営研究である March（19991）に則り、両利き経営の組織基盤というべきダイナミック・

ケイパビリティ（O’Reilly and Tushman 2008）を測定し、両利きイノベーション実現と

の関係を明らかにしたことは、この領域における新たな研究蓄積となった。これまでも

Jansen et al.（2008, 2009）等で同様の定量的研究が行われているが、ダイナミック・ケ

イパビリティによる業績貢献については一貫した結果が出ていなかった。本研究で結果の

一貫性が確認できたことは、両利きの経営に関わるダイナミック・ケイパビリティ研究を

一歩前進させたことになる。その背景として、二つの変数を再設定したことが挙げられる。

ひとつは、先行研究が「共通のビジョン」（Jansen et al. 2008）としていたものについて、

March（1991）が指摘する暗示的選択の要素である戦略意図と、ビジネス・モデルや文化

の組織的な分化・統合といった事項まで含め「両利きへの組織的コミットメント」として

（因子分析結果に基づいて）定義し直したことである。これは、両利き経営に関わるダイ

ナミック・ケイパビリティの理論的な基礎に対するインプリケーションとなるであろう。

もうひとつは、Jansen et al.（2008, 2009）を含め、近年の先行研究がイノベーションの

対象を製品やサービスに限定することが多いのに対し、本研究ではビジネス・モデルや経

営管理システムにまで対象を広げ、それを組織業績として従属変数に設定したことである。

これは、ダイナミック・ケイパビリティの一要素として再定義した「両利きへの組織的コ

ミットメント」にも対応している。 

また、ダイナミック・ケイパビリティの全ての要素が、探索型イノベーションの実現と

ポジティブな関係にあることが示されたのは、既存事業に集中するコンピテンシー・トラ

ップ（Levitt and March 1988）や、知の活用を繰り返す成功のワナ（Levinthal and March 

1993）といった、効率性追求への偏重を克服すべきとするイノベーション・マネジメント

の議論に対しても、重要な示唆を与えるものとなろう。特に、活用型イノベーション実現

と同時にポジティブな関係が示された「両利きへの組織的コミットメント」は、より深い
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考察を経て、イノベーション・マネジメント研究に新たなインプリケーションをもたらす

ことが期待できるのではなかろうか。 

次に、Reeves et al.（2015）が示した両利きのモードについての実証を試みたことも、

貢献のひとつとして挙げることができよう。結果的としてそのフレームワークの理論的な

前提を実証することは叶わず、またモード毎にダイナミック・ケイパビリティのレベルが

異なるという仮説も部分的にしか実証できなかったわけであるが、イノベーション実現の

レベルが活用型、探索型ともにモードの順位が同じであるという興味深い発見があった。

中でも外部エコシステム型のモードが最高値であったことは、オープン・イノベーション

研究と関連付けることの可能性を感じさせる結果ということもできよう。 

そして、マネジメント・コントロールが果たす役割を定量的に示したことは、二つの意

味合いで理論的な貢献を果たしたといえる。 

まずひとつ目は、マネジメント・コントロールとイノベーションの適合性に関する先行

研究理論を裏付けたことである。診断的コントロールが活用型イノベーションには適合し、

探索型イノベーションには適合しないという結果は、先行研究理論に一致しており、その

頑健性を高めることに繋がった。一方で、インタラクティブ・コントロールは、いずれの

イノベーションにも適合するという先行研究理論とは異なり、活用型イノベーションには

適合しないという結果となった。しかしそれは、Bedford（2015）や Ylinen and Gullkvist

（2014）といった実証的な管理会計研究の結果と一致するものであり、両利き経営のコン

テクストにおける管理会計研究の新たな蓄積になったということができよう。 

もうひとつは、本研究の基本テーマであった、ダイナミック・ケイパビリティと両利き

イノベーション実現との間で、マネジメント・コントロールが果たす役割を初めて定量的

に示したことである。先行研究の事例とは一部相容れない分析結果もあったが、マネジメ

ント・コントロールが関係する事象（ダイナミック・ケイパビリティを構成する各要素）

を幅広く捉えているという点では、既存研究の視野を広げることに繋がったといえよう。

それは、イノベーション・マネジメントを直接のテーマとする管理会計研究が少なく（大

槻 2008）、マネジメント・コントロールとの関連についても研究途上にある（横田 2011）

中では、新たな視座を提供したといえるのかも知れない。 
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実務的な貢献 

実務的な貢献としては、ダイナミック・ケイパビリティを具体的な実務レベルの活動と

して示しつつ、それらがどのようにイノベーションと結びつくのか、またマネジメント・

コントロールをどのように用いれば効果的、あるいは逆効果なのかを示したことが挙げら

れる。特に日本企業が得意とされている活用型のイノベーションには診断的コントロール

が有効であること、あまり得意ではないとされている探索型のイノベーションにはインタ

ラクティブ・コントロールが有効であること、そしてこれらのコントロールを組織的なコ

ミットメントや報酬制度とうまく融合させないと、逆効果にもなりかねないということが

示唆されたのは、実務的なインプリケーションとして意義があるのではなかろうか。 

また、一般に組織的コミットメントは活用型イノベーションにも探索型イノベーション

にも有効であることや、事業に従事する従業員数が少ないほど探索型イノベーションを実

現しやすいということは、実務への反映しやすさという点で直接的な示唆となろう。しか

し先述のとおり、組織的なコミットメントは、ただ単にビジョンや目標が必要というだけ

でなく、活用と探索の両方の活動を支える仕組みや文化も含めてのことなので、一朝一夕

にというわけには行かないかも知れない。一朝一夕に行かないからこそ、経営管理者が組

織的なイノベーション実現能力を高める役割を担い、そのためにマネジメント・コントロ

ールを有効に機能させることが求められる。 

サーベイ・データからも、活用型イノベーションの方が探索型イノベーションより実現

レベルが高いという日本企業の通説が証明されたわけであるが、活用型イノベーションを

積み重ねて成功してきた歴史がある一方、同じスタイルでは探索型イノベーションには逆

効果であるということも日本企業自ら示したことになる。イノベーション・マネジメント

を通じて長期的な成長・成功を志向するのであれば、両利きのコンセプトを企業として持

ち合わせることは有効であろうし、そのためにはマネジメント自身のイノベーションが求

められていると言ってもよいのではなかろうか。本研究による発見が我が国企業の実務に

フィードバックされることで、その貢献は一層高まるものと思われる。 
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6.3 本研究の限界と今後の課題 

本研究の限界として、まず、ダイナミック・ケイパビリティ自体が理論的に発展途上の

概念であるということが挙げられる。そういった中で、ダイナミック・ケイパビリティの

有効性を O’Reilly and Tushman（2008）が示した具体的な組織要件に沿って検討したわ

けであるが、今後、理論的な頑健性を高めていくためには、Jansen et al.（2008, 2009）

のような類似した研究を含め、さらなる実証研究の蓄積が必要である。また、ダイナミッ

ク・ケイパビリティの要素についてもフォーカスを絞って限定的に検討することで、より

精緻な議論に繋がると考えられる。 

次に、各変数や変数間の交互作用というものが、具体的にどういった現実の活動もしく

は事象を指しているのかということまでは踏み込むことができておらず、定量的な本研究

の限界として挙げることがでる。今後、両利きの経営やダイナミック・ケイパビリティに

関するケース・スタディが蓄積されていく過程で、この限界が補完されていくことを期待

したい。 

サンプル（数）による限界があったことも否定できない。有効サンプル数が多ければ、

統計的な結果の頑健性がより高まったのではないかと思われる。（仮説 2 を除いては）202

のサンプルで統計的な分析を行ったものの、例えば両利きのモード毎に検証ができれば、

より精緻な分析が可能であったかも知れない。そうすることによって、分析の幅を広げる

ことや、ひいては結果の頑健性を高めることに寄与したであろう。仮説 2 の検証について

も同様に、サンプル数による懸念は残っている。また、探索型イノベーションが得意では

ないといわれる日本企業による回答として、その平均値が中間値の 4.0 に近い（統計的に

は問題ない）という状況から、イノベーションに対する意識や取り組みレベルの高い企業

が多く回答している可能性も否定できない。したがって、どこまで議論を一般化できるの

かという批判はあるのかも知れない。 

手続き上の限界もいくつか挙げることができる。 

まず「両利きのモード」についての質問は、結果的に（仮説 2 に）有効なサンプル数を

減らす要因となってしまった。その結果、分析に際して「両利きを実現している」という

条件を加えることで、さらにサンプル数が減少することとなった。そして、サンプル数の

減少だけでなく、特定されたモード自体が実態をどれだけ捉えているのかという問題は、

先行研究の事例がない中でのチャレンジであり、本研究における手続き上の限界となって



 
 

 

86 

 

いる。特に回答社数の多かった「自律型」のモードは、第 2 章でも触れたとおり、理論的

には階層的に認識すべきところ、組織全体での取り組みなのか個人レベルに展開されてい

るものなのかまでは特定することができていない。次いで回答社数の多かった「分離型」

のモードについても、ゼロ・サム型なのか垂直型なのかという区分までは特定していない。

サーベイ・リサーチの限界ということができよう。 

また、両利きイノベーションの実現をダミー変数化して従属変数としたロジスティック

回帰分析の結果と、活用型イノベーションと探索型イノベーションの実現をそれぞれ従属

変数とした重回帰分析の結果を対比させて検討したが、両者の関係は参考情報として解釈

する必要がある。例えば、ロジスティック回帰分析で両利きイノベーション実現と有意な

正の関係があった交互作用項（幹部の一体感と診断的コントロール）は、重回帰分析では

活用型イノベーション、探索型イノベーションともに有意な関係性がみられなかったが、

この両者（ロジスティック回帰分析と重回帰分析）の結論を関連付けて解釈するには至っ

ておらず、分析上の限界となっている。この前提となっている両利きイノベーション実現

のダミー変数化自体が、情報をロスしているという指摘もあろう。 

その他にも、マネジメント・コントロールの定義に際し、対象を予算と業績評価に限定

していることや、ダイナミック・ケイパビリティ等を変数化する際、構成概念の妥当性が

完璧に担保されているとまでは言い切れないこと、そしてそれらのウェイトを配分せずに

変数を合成していること等も批判の対象となり得よう。 

こういった限界を踏まえると、定量的な実証研究を蓄積していくためには、リサーチ・

デザインを改善していくことも重要な課題となる。ケース・スタディを通じて、組織的な

イノベーション実現のメカニズム（組織基盤）をより正確に捉えることができれば、さら

に進化した仮説を伴う定量的研究が設計可能となろう。その過程では、分析方法について

も改善の余地を見出すことができよう。手探りで進めてきた本研究の限界を越え、新たな

実証研究の蓄積が期待される。 
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付録 

＜質問票＞ 

イノベーションを促進する経営管理システムや 

経営理念・行動規範などに関する調査 

 

貴社名 

 

記入者ご芳名 

 

TEL 

所属部課 

 

役職 

ご回答にあたって 

(1) 本調査は，日本会計研究学会特別委員会「知の活用・探索と管理会計に関する研究」が実施してお

り，文部科学省科学研究費助成事業の採択（課題番号15K03795）を受けております。 

(2) 本調査の目的は，イノベーション (経済成果をもたらす革新) の実現に対して，経営管理システムが

与える影響を解明することにあります。不確実性のあるイノベーションの実現には，経営管理シス

テムだけでなく，経営理念・行動規範などを用いて適切に経営資源を動員することが考えられるた

め，多面的にイノベーションの実現過程についてお尋ねします。 

(3) この質問票は，商用データベースの情報にもとづいて，代表取締役，経営企画部門，経理財務部門

にお送りいたしました。ご回答は，経営企画・経理財務の担当役員または部長職の方，あるいは事

業部長等で適切にご回答いただける方を想定しております。お手数とは存じますが，必要に応じて，

適切な部署の方に質問票ならびに返信用封筒をご回付ください。 

(4) 質問によっては，回答者の判断を要する項目があるかもしれませんが，理想ではなく，貴社の現状

に対する判断でご回答ください。 

(5) 統計的な処理を行いますので，すべての質問に対して，できる限り正確にお答え下さい。特に，ご

記入いただく項目については，記入漏れのないようにお願いします。 

(6) 本調査による研究成果の発表には，集計結果のみを利用します。貴社のご回答を個別に紹介するこ

とはありません。 

(7) ご不明の点がございましたら，下記の連絡先に電子メールにてご照会ください。また，MS-Wordフ

ァイルやPDFファイルにてご回答を希望される場合も電子メールにてお知らせください。 

(8) ご記入いただきました質問票は，恐れ入りますが，同封の返信用封筒にて，平成29年12月15日(金)

までにご投函いただきますようお願い申し上げます。 
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＊以下，設問はⅠ～Ⅳまでありますが，Ⅰ，Ⅱ，Ⅳは，貴社の主要事業を想定してご回答いただきます。

主要事業として，想定された事業についてお教えください。 
 

事業(部門)名（あるいは事業内容）  

当該事業の従業員数 

□ 1−250 人 □ 251−500 人 □ 501−1000 人 

□ 1001−2500 人 □ 2501 人以上 

当該事業の業種 □ 製造業 □ 非製造業 

 

Ⅰ 経営環境・組織文化 

 

問１ 過去3年間において，貴社の主要事業は外部環境の変化をどの程度予測できましたか。各項目につ

いて，該当する数字１つに○をお付けください。 

  全く 

予測不可能 

    どちらとも 

言えない 

    完全に 

予測可能 

(1)顧客（需要のレベル，顧客ニーズなど）    1   2   3   4   5   6   7   

(2)サプライヤー（主要な供給市場，資源の品質など）    1   2   3   4   5   6   7   

(3)競争者（競争者の参入や撤退，戦術や戦略など）    1   2   3   4   5   6   7   

(4)技術（R&Dの進展，プロセス・イノベーションなど）    1   2   3   4   5   6   7   

(5)経済や規制    1   2   3   4   5   6   7   

 

問２ 過去3年間において，貴社の主要事業に実質的な影響をもたらした外部環境の変化はどの程度でし

たか。各項目について，該当する数字１つに○をお付けください。 

  非常に 

小さい 

    どちらとも 

言えない 

    非常に 

大きい 

(1)顧客（需要のレベル，顧客ニーズなど）の変化    1   2   3   4   5   6   7   

(2)サプライヤー（主要な供給市場，資源の品質など）

の変化 

   1   2   3   4   5   6   7   

(3)競争者（競争者の参入や撤退，戦術や戦略など）

の変化 

   1   2   3   4   5   6   7   

(4)技術（R&Dの進展，プロセス・イノベーションなど）

の変化 

   1   2   3   4   5   6   7   

(5)経済や規制の変化    1   2   3   4   5   6   7   

 

問３ 過去3年間において，貴社の主要事業のビジネス環境の複雑性はどの程度でしたか。各項目につい

て，該当する数字１つに○をお付けください。 

 非常に 

類似している 

   どちらとも 

言えない 

    非常に 

多様である 

(1) 顧客一人ひとりの製品やサービスに関する 

ニーズの多様性 

   1   2   3   4   5   6   7   

(2)競争者間での戦略や戦術の多様性    1   2   3   4   5   6   7   

(3)提供する製品・サービス間の技術の多様性    1   2   3   4   5   6   7   
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問４ 貴社の主要事業を担当する組織（職場）の文化について，次の項目はどの程度当てはまりますか。

該当する数字１つに○をお付けください。 
 

  全く当て 

はまらない 

    どちらとも 

言えない 

    完全に 

当てはまる 

(1) 主要事業を担当する組織は，家庭的である。従業

員はまるで家族のようで，気持ちを共有している。 

   1   2   3   4   5   6   7   

(2) 主要事業を担当する組織は，非常に変化や進歩を

重視する。従業員は，リスクがあることにも積極

的に挑戦する。 

   1   2   3   4   5   6   7   

(3) 

 

主要事業を担当する組織は，非常に形式や規則が

しっかりしている。官僚的な手続きが従業員の行

動を支配している。 

   1   2   3   4   5   6   7   

(4) 主要事業を担当する組織は，非常に結果重視であ

る。従業員の主な関心は，プロセスよりも結果に

ある。従業員はお互いに競争している。 

   1   2   3   4   5   6   7   

(5) 主要事業を担当する組織のリーダーは，父親ある

いは母親のような存在であり，深い考えを持って，

従業員を導いてくれる良き指導者である。 

   1   2   3   4   5   6   7   

(6) 主要事業を担当する組織のリーダーは，企業家で

あり変革者である。リスクがあることにも積極的

に挑戦する人物である。 

   1   2   3   4   5   6   7   

(7) 主要事業を担当する組織のリーダーは，従業員の

調整役であり，まとめ役である。良き管理者であ

る。 

   1   2   3   4   5   6   7   

(8) 主要事業を担当する組織のリーダーは，結果を重

んじる，まじめで厳しい監督者である。 

   1   2   3   4   5   6   7   

(9) 

 

主要事業を担当する組織のメンバーを結び付けて

いるのは，忠誠心と伝統である。組織に対する強

い愛着心がある。 

   1   2   3   4   5   6   7   

(10) 主要事業を担当する組織のメンバーを結び付けて

いるのは，革新と開発への情熱である。一番であ

ることが重視される。 

   1   2   3   4   5   6   7   

(11) 

 

主要事業を担当する組織のメンバーを結び付けて

いるのは，公式のルールと経営方針である。スム

ーズな運営が重要である。 

   1   2   3   4   5   6   7   

(12) 主要事業を担当する組織のメンバーを結び付けて

いるのは，仕事と目標の達成である。成果への志

向が共有されている。 

   1   2   3   4   5   6   7   

(13) 主要事業を担当する組織で重視されているのは，

人的資源である。まとまりの良さや士気の高さが

重要である。 

   1   2   3   4   5   6   7   

(14) 主要事業を担当する組織で重視されているのは，

成長と新たな資源の獲得である。新しい挑戦に備

えることが重要である。 

   1   2   3   4   5   6   7   

(15) 主要事業を担当する組織で重視されているのは，

継続性や安定性である。効率的でスムーズな作業

が重要である。 

   1   2   3   4   5   6   7   

(16) 主要事業を担当する組織で重視されているのは，

競争と達成である。数値目標が重要である。 

   1   2   3   4   5   6   7   
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問５ 貴社の主要事業を担当する組織における価値観の共有や，内部の一体感等についてお尋ねします。

以下の項目について，該当する数字１つに○をお付けください。なお，幹部とは主要事業の組織運営

に直接携わる上級管理職層（役員・事業部長・部長クラス）を指します。 
 

 

(Ａ)価値観の共有について 

 全く当て 

はまらない 

    どちらとも 

言えない 

    完全に 

当てはまる 

(1) 幹部には目的の共通性がある。    1   2   3   4   5   6   7   

(2) 組織としてのビジョンは，全面的に合意されて

いる。 

   1   2   3   4   5   6   7   

(3) 幹部は，組織の目標にコミットしている。    1   2   3   4   5   6   7   

(4) 従業員は，組織全体の目標やミッションに対し

て熱心に取り組んでいる。 

   1   2   3   4   5   6   7   

(5) 明確に定義された組織としてのビジョンが，幹

部には欠けている。 

   1   2   3   4   5   6   7   

 

 

(Ｂ)内部の一体感について 

 全く当て 

はまらない 

    どちらとも 

言えない 

    完全に 

当てはまる 

(1) 幹部は，外部からの批判に対しては，即座にお

互いを守ろうとする。 

   1   2   3   4   5   6   7   

(2) たいていの組織としての重要な意思決定には，

幹部全員の考えが含まれている。 

   1   2   3   4   5   6   7   

(3) 幹部は，お互いにとてもうまく付き合っている。    1   2   3   4   5   6   7   

(4) 幹部は，いつでも協力し，助け合う準備ができ

ている。 

   1   2   3   4   5   6   7   

(5) 最終決定に至ると，少なくとも幹部の一人は，

反対に思っていることが通例である。 

   1   2   3   4   5   6   7   

(6) 幹部の間には，大変な競争がある。    1   2   3   4   5   6   7   

(7) 幹部同士の関係は，盤石である。    1   2   3   4   5   6   7   

 

 

(Ｃ)幹部の報酬の仕組みについて 

 全く当て 

はまらない 

    どちらとも 

言えない 

    完全に 

当てはまる 

(1) 幹部の変動給与は，組織としてどれだけ良い業

績を達成したかに基づいている。 

   1   2   3   4   5   6   7   

(2) 幹部の給与の半分以上は，変動報酬（ボーナス，

ストック・オプション，利益処分等）となって

いる。 

   1   2   3   4   5   6   7   

(3) 幹部のインセンティブ支給は，組織としてどれ

だけ良い業績を達成したかに基づいている。 

   1   2   3   4   5   6   7   
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問６ 貴社の主要事業は，競合他社と比較したとき，戦略上，次の項目をどの程度重視していますか。

該当する数字１つに○をお付けください。 
 

  非常に 

低い 

    どちらとも 

言えない 

    非常に 

高い 

(1) 新しい製品・サービスの提供によって市場を開

拓すること 

   1   2   3   4   5   6   7   

(2) 新しい製品・サービスを他社より早く販売・提

供すること 

   1   2   3   4   5   6   7   

(3) 次世代の製品・サービスを提供できる能力を開

発すること 

   1   2   3   4   5   6   7   

(4) 新しい製品・サービスを頻繁に導入すること    1   2   3   4   5   6   7   

(5) 新しい製品・サービスが市場で受け入れられる

かを試すこと 

   1   2   3   4   5   6   7   

(6) 既存の製品・サービスの品質を改善すること    1   2   3   4   5   6   7   

(7) 既存の製品・サービスに対して小さな修正を頻

繁に行うこと 

   1   2   3   4   5   6   7   

(8) 既存の製品・サービスの供給体制を効率化する

こと 

   1   2   3   4   5   6   7   

(9) 既存の製品・サービスに対して規模の経済性を

追求すること 

   1   2   3   4   5   6   7   

(10) 既存の製品・サービスに対するコストの低減を

追求すること 

   1   2   3   4   5   6   7   
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Ⅱ イノベーション・マネジメント 

＊本調査では，「イノベーションは経済成果をもたらす変革(進化と革新)である」と定義します。また，本調査の

イノベーションは，技術だけでなくビジネスモデルのイノベーションを含んでいます。 

 

問７ 貴社の主要事業の組織設計として，次の項目はどの程度当てはまりますか。全項目の合計が100％

となるように，各項目に0％から100％の範囲で，10％単位で数字をお入れください。 
 
 

(1) 画期的な製品やサービスの創出に集中する部署と，既存の製品やサービスの維持・改善に集中

する部署は，別々の組織として運営されている。【分離型】 
％ 

(2) 画期的な製品やサービスの創出に集中するか，既存の製品やサービスの維持・改善に集中する

かは，環境の変化や時間の経過に合わせて，組織的に切り替えている。【切り替え型】 
％ 

(3) 画期的な製品やサービスの創出に集中するか，既存の製品やサービスの維持・改善に集中する

かは，両方の機能を持つ各部署が，それぞれの環境に応じて自律的に決めている。【自律型】 
％ 

(4) 外部組織を必要な機能として取り込み，明確な役割分担に基づく協働体制をとることで，画期

的な製品・サービスの創出活動と，既存の製品・サービスの維持・改善活動に取り組んでいる。

【外部エコシステム型】 

％ 

(5) その他 → どのような対応をされているのか、以下にご記入ください。 
％ 

100％ 

(5項目計) 

 

 

 

 

 

 

 

 

問８ 貴社の主要事業における画期的な製品やサービスを創出する活動と，既存の製品やサービスを維

持・改善する活動について，次の項目はどの程度当てはまりますか。該当する数字１つに○をお付け

ください。 

  全く当て 

はまらない 

    どちらとも 

言えない 

    完全に 

当てはまる 

(1) 両方の活動の重要性を認識させる説得力のある

戦略意図が存在している。 

   1   2   3   4   5   6   7   

(2) 両方の活動を支えるために，組織的な取り組み

（ビジネスモデルや文化など）がうまく分化・

統合されている。 

   1   2   3   4   5   6   7   
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問９ 貴社の主要事業において，競合他社と比較して，以下のイノベーションをどの程度実現していま

すか。該当する数字１つに○をお付けください。 

 

 

 

(Ａ)製品・サービス価値向上によるビジネスモデル変革 

非常に 

低い 

    どちらとも 

言えない 

    非常に 

高い 

(1) これまでにない価値をもたらす画期的な製

品・サービスの提供 
 

 1   2   3   4   5   6   7   

(2) 既存の製品・サービスの提供の延長線上にある

価値の向上 
 

 1   2   3   4   5   6   7   

 

(Ｂ)社内プロセス（製造・販売・サービス提供等）に 

おけるビジネスモデル変革 

(1) これまでにない挑戦的な変更   1   2   3   4   5   6   7   

(2) 既存知識を活用する変更   1   2   3   4   5   6   7   
 

(Ｃ)外部組織の活用（仕入先・得意先等のサプライチェーン 

／戦略的提携／M&A）によるビジネスモデル変革 

(1) これまでにない挑戦的な変更   1   2   3   4   5   6   7   

(2) 既存の枠組みを活用する変更   1   2   3   4   5   6   7   
 

(Ｄ)顧客の変更によるビジネスモデル変革 

(1) これまでの市場セグメントとは異なる顧客の

獲得 
 

 1   2   3   4   5   6   7   

(2) これまでの市場セグメント内での新たな顧客

の獲得 
 

 1   2   3   4   5   6   7   

 

(Ｅ)提供する製品・サービスに関する技術変革 

(1) 画期的製品・サービスの開発・提供   1   2   3   4   5   6   7   

(2) 既存製品・サービスの改善   1   2   3   4   5   6   7   
 

(Ｆ)社内外のビジネスプロセス（製造／販売・サービス 

提供等）に関する技術変革 

(1) 製造・販売や，サービスの提供プロセスに関わ

る画期的技術の開発 
 

 1   2   3   4   5   6   7   

(2) 製造・販売や，サービスの提供プロセスに関わ

る技術の改善 
 

 1   2   3   4   5   6   7   

 

(Ｇ)経営管理システムにおける技術変革 

(1) 画期的な経営情報システムの構築   1   2   3   4   5   6   7   

(2) 既存の経営情報システムの改善   1   2   3   4   5   6   7   
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問10 イノベーション・プロセスに関連して，次の項目はどの程度当てはまりますか。主要事業を想定

して，該当する数字１つに○をお付けください。 
 

  全く当て 

はまらない 

    どちらとも 

言えない 

    完全に 

当てはまる 

(1) イノベーションのアイデアについて話し合う場

(会議体など)が適切に整備されている。 

   1   2   3   4   5   6   7   

(2) 競合他社と比較して，イノベーションに繋がる

アイデアを十分に創出できている。 

   1   2   3   4   5   6   7   

(3) イノベーションに繋がるアイデアを適切に選択

することができている。 

   1   2   3   4   5   6   7   

(4) イノベーションに関わる複数のプロジェクトに

対し，事業のリーダーは明確に優先順位をつけ

ることができている。 

   1   2   3   4   5   6   7   

(5) イノベーション・プロジェクトは，プロセスご

とに適切に計画されたうえで実施されている

(ステージゲートプロセスなど)。 

   1   2   3   4   5   6   7   

(6) イノベーションを実現するプロセス(手順や進

め方)は，構造化・形式化されている。 

   1   2   3   4   5   6   7   

(7) イノベーション・プロセス上の目標や結果は適

切に測定され管理されている。 

   1   2   3   4   5   6   7   

(8) イノベーションを推進するときに，社内の理解

や協力が十分に得られる。 

   1   2   3   4   5   6   7   

(9) イノベーションを推進するうえで，必要となる

予算が十分に得られる。 

   1   2   3   4   5   6   7   

(10) イノベーションを推進するために必要な社内外

のネットワークが構築されている。 

   1   2   3   4   5   6   7   
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Ⅲ 経営理念・行動規範・経営管理システム 

 

問11 貴社の経営理念・行動規範などの活用の程度についてお尋ねします。以下の項目について，該当

する数字１つに○をお付けください。 

 

(Ａ)経営理念・信条について 

 非常に 

低い 

    どちらとも 

言えない 

    非常に 

高い 

(1) 価値観・目的・方向性が，会社の公式文書（ミ

ッション，経営理念，信条など）に明文化され

ている程度 

  1   2   3   4   5   6   7   

(2) 経営トップが，中心となる価値観を積極的に発

信している程度 

  1   2   3   4   5   6   7   

(3) 経営トップが長期ビジョンにコミットするた

め，価値観が公式文書（ミッション，経営理念，

信条など）で表明されている程度 

  1   2   3   4   5   6   7   

(4) 新しい機会を探索するよう従業員を動機づけ，

導くような価値観が，公式文書（ミッション，

経営理念，信条など）で表明されている程度 

  1   2   3   4   5   6   7   

 

 

(Ｂ)行動規範・ガイドラインについて 

 非常に 

低い 

    どちらとも 

言えない 

    非常に 

高い 

(1) 適切な行動を定義するために，行動規範等の文

書が用いられている程度 

  1   2   3   4   5   6   7   

(2) 機会の探索や，実験する領域を特定・制限する

ために，経営方針やガイドラインが用いられて

いる程度 

  1   2   3   4   5   6   7   

(3) 経営トップが，回避すべきリスクや活動を積極

的に発信している程度 

  1   2   3   4   5   6   7   

(4) 結果にかかわらず，組織方針から逸脱するリス

クや行動を取る部下が注意・処分される程度 

  1   2   3   4   5   6   7   

 



 
 

 

109 

 

 

問12 貴社の経営陣の経営管理システム(予算や業績評価システム)の使用についてお尋ねします。以下

の項目について，該当する数字１つに○をお付けください。 
 

  非常に 

低い 

    どちらとも 

言えない 

    非常に 

高い 

(1) 重要業績指標（戦略の達成度を示す指標）を特定

するために，経営管理システムを使用する程度 

  1   2   3   4   5   6   7   

(2) 重要業績指標の目標設定に，経営管理システムを

使用する程度 

  1   2   3   4   5   6   7   

(3) 主要な業績目標に対する進捗を管理するために，

経営管理システムを使用する程度 

  1   2   3   4   5   6   7   

(4) 経営管理システムが，業績目標と実績との乖離を

修正するための情報を提供している程度 

  1   2   3   4   5   6   7   

(5) 業績に関わる重要な事項をレビューするために，

経営管理システムを使用する程度 

  1   2   3   4   5   6   7   

(6) 定期的かつ頻繁に協議事項を検討するために，経

営管理システムを使用する程度 

  1   2   3   4   5   6   7   

(7) 従業員に定期的かつ頻繁に協議事項を検討させ

るために，経営管理システムを使用する程度 

  1   2   3   4   5   6   7   

(8) 部下や同僚と，主要事業に関わる前提・仮説・行

動計画を見直し，継続的に議論するために，経営

管理システムを使用する程度 

  1   2   3   4   5   6   7   

(9) 戦略の不確実性(戦略を無に帰する要因や新戦略

を導くもの)を注視するために，経営管理システ

ムを使用する程度 

  1   2   3   4   5   6   7   

(10)従業員との対話や情報共有を促進するために，経

営管理システムを使用する程度 

  1   2   3   4   5   6   7   
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Ⅳ 業績 

 

問13 下記の項目について，過去3年間において，競合他社と比較して，貴社の主要事業の業績を評価し，

該当する数字１つに○をお付けください。 

 業界平均より 

非常に低い 

   どちらとも 

言えない 

   業界平均より

非常に高い 

(1)財務業績    1   2   3   4   5   6   7   

(2)新製品・新サービスの市場での売上成長率    1   2   3   4   5   6   7   

(3)既存の製品・サービスの市場での売上成長率    1   2   3   4   5   6   7   

(4)主要な製品やサービスの相対的な市場占有率    1   2   3   4   5   6   7   

(5)業績全体    1   2   3   4   5   6   7   

 

Ⅴ その他 

 

問14 この調査に関する報告書に，調査協力会社として貴社名を掲載してもよろしいですか。もちろん，

貴社のご回答を個別に公開することはありません。 

 

□はい 

□いいえ 

 

問15 必要な場合，聞き取り調査にご協力いただけますか。 

 

□はい 

□いいえ 

 

問16 本調査結果の冊子（PDFファイル）を電子メールにてお送りしてもよろしいですか。 

 

□はい 

□いいえ 

 

＊「はい」とお答え頂いた方は，ファイル送付先の電子メールアドレスのご記入をお願いいたします。 

 

 

 

 

 

＊ご協力ありがとうございました。最後に，記入漏れ，記入間違いがないかをご確認の上，同封の返信

用封筒にてご返信ください。 


